
「水道水等の放射能測定マニュアル」について 

 

１．経緯 

 平成23年６月21日付けで取りまとめられた「水道水中の放射性物質対策中間取りまとめ」（水道水

における放射性物質対策検討会）において、水道水中の放射性物質検査に関して品質管理面の課題が

存在しており、科学的知見を集積したうえで検査方法のマニュアルを整備すべきとの課題が示された

ところ。 

 水道水及び水道原水の放射能の測定方法マニュアルを整備するにあたっての必要な作業を行うため、

「水道水等における放射性物質測定方法作業会合」（座長：桝本和義 高エネルギー加速器研究機構

放射線科学センター放射線管理室室長）を平成23年８月に設置し、各構成員による原案の作成、2回の

作業会合等における協議・調整を経て、別紙の水道水等の放射能測定マニュアル案を作成した。 

 

２．水道水等の放射能測定マニュアル案概要 

本マニュアルは、原子力施設の事故等の緊急事態における水道水の放射能汚染に関して水道事業者

等が、水道水や水道原水の検査の用途や必要な検査精度に応じて分析機器の選択を行い、水道水や水

道原水の放射能の測定を適切に行うため、試料の採取等の方法、分析機器ごとの測定方法や留意点を

紹介することを目的としている。 

第１章において、原子力緊急事態の発生時に迅速に行う第１段階と周辺環境に対する全般的影響を

評価する第２段階に区別して測定法の利用用途を示した。本マニュアルの対象核種を放射性ヨウ素及

び放射性セシウムであることを示したうえで、水道水等の放射能を測定する場合には検査の目的に応

じて必要な感度が確保できる測定法を選択することを示している。 

第２章において、水道水等の試料の採取、保存及び運搬における作業手順や留意事項を示している。 

第３章から第５章に、次の２つの定量法と指標値よりも確実に低いものを判別するためのスクリー

ニング法を紹介している。 

1) ゲルマニウム半導体検出器を用いるガンマ線スペクトロメトリーによる放射能測定法 

2) シンチレーションスペクトロメータによる放射能測定法 

3) シンチレーション式サーベイメータ・計数装置によるスクリーニング法 

 それぞれの測定法の特性、機器・器具等の要件、機器校正法、測定に当たっての事前準備、測定手

順、解析手順、報告及び記録、注意点等を示している。また、要所要所に必要な技術的解説を加える

ともに、検出限界値の目安の計算例等を参考に示している。 
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第１章 総説 

１－１ 背景及び目的 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下、「東電福島第一原発」という。）

の事故に関連した水道水中の放射性物質への対応について、平成 23 年 3 月 19 日付

け健水発 0319 第 2 号厚生労働省健康局水道課長通知「福島第一・第二原子力発電所

の事故に伴う水道の対応について」及び平成 23 年 3 月 21 日付け健水発 0321 第 2 

号厚生労働省健康局水道課長通知「乳児による水道水の摂取に係る対応について」に

基づき、指標値（放射性ヨウ素 300 Bq/kg（乳児の摂取は 100 Bq/kg）、放射性セシ

ウム 200 Bq/kg）を超過した時には、厚生労働省より、水道事業者に対し飲用を控え

る要請を行うこととした。  

平成 23 年 4 月 4 日、厚生労働省は、その時点までの検査結果、水道水の摂取制限

及び広報の要請の実施状況等を踏まえ、今後の水道水中の放射性物質のモニタリング

方針（以下、「モニタリング方針」という。）、検査結果に基づく摂取制限の要否の

判断及び摂取制限の解除の考え方を公表した。その後、水道事業者等がモニタリング

方針に基づき検査を実施し、その結果の公表を続けてきたが、各地の検査結果からは、

水道水から検出される放射能の濃度は検出限界値未満又は極めて微量で推移している

ことが明らかになってきた。  

今後の中長期的な水道水の安全性確保に万全を期すため、厚生労働省は平成 23 年

4 月 25 日から「水道水における放射性物質対策検討会」を開催し、モニタリング結

果を踏まえた中長期的な取組等の検討を行い、平成 23 年 6 月 21 日に水道水におけ

る放射性物質対策中間とりまとめ（以下、「中間とりまとめ」という。）が公表され

た。この報告を踏まえ、平成 23 年 6 月 30 日に開催された厚生科学審議会生活環境

水道部会の了承を経て、モニタリング方針が改定された。  

改定されたモニタリング方針に定める基本的な考え方において、  

・今後、再び東電福島第一原発から大気中への放射性物質の大量放出がない限り、

放射性物質の影響により水道水の摂取制限等の対応が必要となる蓋然性は低い。  

・水道水源となる地下水に対して放射性物質の影響が現れる蓋然性は低い。  

・今後は、放射性物質の検出リスクが同じ傾向にあると考えられる流域単位で水道

水の検査を実施する等、合理的かつ効果的な検査体制に移行すべき。  

ことが示されたが、我が国で初めての原子力緊急事態が依然として収束していないこ

と及び７月以降梅雨や台風等大雨が予想される時期に入ること等に鑑み、当面の数ヶ

月間、モニタリング方針を一部改定したうえで水道水の検査を継続的かつ定期的に実

施する必要があるとされた。  

同方針の今後の厚生労働省の取組として、検査機器の使用方法等をまとめたマニュ

アルの作成が示されたところであり、本測定法マニュアルの作成に至った。  

本マニュアルは、原子力施設の事故等の緊急事態における水道水の放射能汚染に関

して、水道事業者等が検査の用途や必要な検査精度に応じて分析法の選択を行い、水
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道水や水道原水の放射能の測定を適切に行うため、試料の採取等の方法、測定法ごと

の使用方法や留意点を紹介することを目的としている。  

１－２ 水道水中の放射性物質の現状 

水道水中の放射性物質検査は、政府原子力災害現地対策本部、文部科学省、地方公

共団体及び水道事業者により実施されている。  

政府原子力災害現地対策本部は、福島県内全域の水道事業等を対象に水道水の検査

を実施している。文部科学省は、各都道府県において水道水の検査を実施している。

また、モニタリング方針において、重点区域とされた福島県及びその近隣都県を中心

に、地方公共団体及び水道事業者等が水道水の検査を実施している。これらの検査実

施主体は、概ね放射能の分析機器を所有していないことから、放射能の分析機器を所

有する民間及び公的検査機関に測定を委託している状況にあるが、一部の水道事業者

等は自ら放射能の分析機器を購入し、検査を開始している。  

モニタリング方針に定める重点区域内の水道水中の放射性ヨウ素の検査結果による

と、福島県内では３月 17 日から３月 24 日まで、関東地方では３月 22 日から３月

23 日付近で、最も高い濃度が検出された。中間とりまとめによると、この現象は、

降雨前の乾性沈着及び降雨時の湿性沈着によって地面表層に降下した放射性ヨウ素が

雨水とともに短期間に河川に流出し、放射性ヨウ素を含む河川水が水道原水の取水口

に流入したうえで、水道の通常の浄水処理では放射性ヨウ素の除去は困難なため、一

部の浄水場や給水栓から指標値を上回る放射性ヨウ素が検出したとしている。その後、

放射性ヨウ素の半減期は 8 日間と短いことから、水道水中の放射性ヨウ素濃度は減少

傾向を示し、４月以降は不検出又は検出されたとしても微量の状況となっている。  

一方、モニタリング方針に定める重点区域内の水道水中の放射性セシウムの検査結

果によると、一部の市町村において検出されたが、放射性ヨウ素と比較してその濃度

は概ね低く、４月以降は不検出又は検出されたとしても微量の状況となっている。  

中間とりまとめによると、地面表層に降下した放射性セシウムは、土壌等に吸着し

残留し続けるが、強い降雨に伴い土壌に吸着した状態で河川に流出し、濁質成分とし

て水道原水の取水口に流入する場合があるものの、凝集沈殿や砂濾過等の浄水処理工

程により濁質成分が除去されることから、水道水中の放射性セシウムが不検出又は微

量に検出されるのみにとどまり、除去された濁質成分は浄水発生土に移行するとされ

ている。  

文部科学省の調査によれば、東電福島第一原発の周辺地域の土壌では、放射性スト

ロンチウムは、放射性セシウムと比較して濃度が低い状況にあることが確認されてお

り、放射性セシウムを測定することで、十分な状況にある。また、放射性ストロンチ

ウムは測定に時間を要することから、水道水の指標値を検討する際に、一定割合の放

射性ストロンチウムの寄与も見込んで設定されている。  

放射性ウラン及び放射性プルトニウムは東電福島第一原発の周辺地域で微量濃度が

検出されているのみであることから、中間取りまとめにおいて、これらの放射性物質
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について、水道水への影響を考慮する必要性は低いとされている。  

１－３ 本マニュアルの適用範囲  

「原子力施設等の防災対策について」（昭和５５年６月原子力安全委員会決定）に

基づく「環境放射線モニタリング指針」（平成２０年３月原子力安全委員会決定）等

により、周辺環境の放射性物質又は放射線に関するモニタリング方法が示されている。 

環境放射線モニタリング指針では、原子力緊急事態が発生した場合のモニタリング

として、原子力緊急事態の発生時に迅速に行う第１段階の緊急時モニタリングと周辺

環境に対する全般的影響を評価する第２段階の緊急時モニタリングと区別して示して

いる。  

第１段階において、原子力施設から大量の放射性物質が大気中に放出され、揮発性

の高い放射性物質を中心に、大気中を移流・拡散し、地面表層に降下した後に、降雨

により水道水源に多量の放射性物質が流入し、水道水中で放射能の濃度の顕著な上昇

を招くことが予想される。  

この期間において、水道事業者等は、水道水や水道原水を頻繁に採取し、水道水の

摂取制限の指標値が定められている放射性ヨウ素及び放射性セシウムを対象として、

指標値との比較を念頭においた測定を実施すべきである。また、第１段階においては、

放射性物質の核種分析を行うことができるゲルマニウム半導体検出器による測定はそ

の数が限られていること、多数の試料を効率よく分析する点で課題があることから、

検査の迅速化及び効率化のため、水道水や水道原水中の放射能濃度が摂取制限の指標

値よりも確実に低い水道水及び水道原水を判別するためのスクリーニング法も活用で

きることが望ましい。  

一方、第２段階においては、原子力施設からの放射性物質の放出量が大幅に減少し、

また、水道水源の上流域における放射性物質の存在量が低減することにより、水道水

中の放射性物質は減少することが予想される。また、半減期の短い放射性ヨウ素は速

やかに減少するが、放射性セシウムは吸着した地面表層の土壌等が主として雨水流出

に伴って河川に流出し、濁質成分として水道原水に流入することが予想されることか

ら、浄水施設において濁度管理を徹底する等適切な施設管理を行うとともに、低濃度

の放射性セシウムが検出できる精度の高い測定法による検査に移行すべきである。  

水道事業者等による水道水中の放射能濃度の検査のための測定は、水道水中に含ま

れる放射能濃度が指標値を超過しているか否かの確認、指標値を超過した場合の摂取

制限及び広報の実施の判断、指標値を下回った場合の摂取制限の解除の判断に利用す

るものであり、測定結果は水道水の摂取による放射能の内部被ばく量の推計に利用す

ることができる。  

また、水道事業者等による水道原水中の放射能濃度の測定は、放射性物質の水道水

源への流入により水道水中の放射能濃度が指標値を超過する可能性の予測や粉末活性

炭の投入等の浄水操作の実施、一時的な取水停止等の対策の実施、梅雨や台風等大雨

時の土壌等の流出や水道水源の近傍において実施する除染作業に伴う水道水源の安全
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確認、浄水発生土への放射性物質の移行の予測及び一時的な取水停止等の対策の実施

に利用するものである。  

以下に、第１段階、第２段階毎に測定法の利用用途を示す。  

表  １ -１：測定法の利用用途（段階別）  

 水道水  水道原水  
第１段階  ・指標値の超過の確認  

・摂取制限及び広報の実施並び

に解除の判断  
・水道水摂取による内部被ばく

量の推計  

・水道水中の指標値の超過可能

性の予測  
・粉末活性炭の投入等の浄水操

作の実施や取水停止等の対策

の実施  
第２段階  ・放射能濃度の確認  

・水道水摂取による内部被ばく

量の推計  

・水道水源の安全確認  
・浄水発生土への放射性物質の

移行予測や取水停止等の対策

の実施  

 

なお、本マニュアルが対象とする核種は、水道水中のストロンチウムやウラン、プ

ルトニウムの検査については、現時点では必要な状況となっていないことから、原子

力安全委員会の定める飲食物摂取制限に関する指標の対象となる放射性物質のうち、

放射性ヨウ素及び放射性セシウムを対象とする。  

１－４ 測定法等の選択方法 

水道水や水道原水中の放射能濃度を測定する場合には、計数の統計による不確かさ

の３倍を検出限界値とし、検査の目的に応じて必要な感度が確保できる測定法を選択

するものとする。  

また、水道水や水道原水中の放射能濃度が摂取制限の指標値よりも確実に低い水道

水及び水道原水を判別するためのスクリーニングに用いる場合には、指標値の２分の

１をスクリーニングレベルとし、スクリーニングレベルにおける 99％区間上限が指標

値レベルで得られる測定値以下であるものとする。  

１－５ 留意事項  

本マニュアルの作成に当たっては、放射能の測定に係る以下の文献を参考にした。

本マニュアルの記述は、水道水及び水道原水中の放射性ヨウ素及び放射性セシウムの

測定を行ううえで必要最小限のものとしているので、より詳細な情報が必要な場合は、

これらの文献を参照していただきたい。  

 

1) 厚生労働省（2002）緊急時における食品の放射能測定マニュアル．  

2) 厚生労働省（2011）牛肉中の放射性セシウムスクリーニング法．  

3) 日本水道協会（2011）上水試験方法 2011 年版 II 理化学編．日本水道協会，東京．  

4) 文部科学省（1974）放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペク

トロメータ機器分析法．  
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5) 文部科学省（1992）放射能測定法シリーズ No.7 ゲルマニウム半導体検出器による

ガンマ線スペクトロメトリー．  

6) 文部科学省（1983）放射能測定法シリーズ No.16 環境試料採取法．  

 

＜参考＞ 

参考 1-1 放射能測定と化学物質測定との相違点  

（１）バックグラウンド測定  
化学物質測定の分光光度法で言うブランクテストのかわりに行うのが、バックグラウンド測定

である。  
同じ測定条件で測定し、定量目的のピーク周辺に定量に影響を与えるピークがある場合には、

その面積をあらかじめ求めておく必要がある。  
（２）直線性  

よほど強い放射能の試料の場合でない限り、放射能測定では計数率と放射能の間に直線性が成

り立つ。したがって、放射能測定では、化学物質測定に行う検量線を引くという操作はない。  
一方、試料と同じ形状の放射能既知の標準試料で検出効率を求めておくことが必要となる。  

（３）検出限界値  
検出限界値をより低く設定するには、試料の量を多くすることが最も効果的である。さらに、

バックグラウンド放射能を下げることが重要であり、検出器全面を遮へい体で囲み、遮へいする

ことが必要である。さらに、なるべく長時間測定して計数の統計による不確かさを小さくするこ

とも有効である。  
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第２章 試料の採取、保存及び運搬 

２－１ 試料の採取、保存及び運搬操作 

１）洗浄済みのプラスチック瓶（採取瓶）に、以下の事項が記載できるラベルを貼り、

試料の採取前、または採取後、速やかに記入する。  

①試料番号（試料 ID）  

（同一試料を複数瓶に分けて採取する場合にはそれぞれが区別できるようにする）  

②事業体名、浄水場名、採取地点名（原水、浄水場出口水、蛇口水等の区別）  

③採取年月日、時刻  

④測定対象核種  

⑤採取者名  

⑥特記事項（保存剤を添加した場合その種類）  

⑦その他関連事項（前日の降雨状況等評価に必要な事項）  

２）採取瓶を、試料で 2～3 回共洗いし、満水に採る。採取量は、試験に必要な量の 2

倍程度が望ましい。検査の迅速性や簡便性等の観点から、試料採取時に、保存剤や

残留塩素除去剤等の添加は行わない。  

３）水道原水や河川水を採取する場合など、直接の採取が困難な状況では、採取用バ

ケツやひしゃく等で試料を採取し、必要に応じてじょうご等を用いて、採取瓶に移

す。  

４）水道水を採取する場合は、管内に滞留している水を十分に流し、水温や残留塩素

等の水質が安定した後に、採取を行う。  

５）試料中の放射能の総量を測定するため、濁質が存在する場合でも、基本的にろ過

は行わない注１。  
注１ 溶存態の放射能を測定する場合には、採取後速やかに、孔径 1μm のメンブランフ

ィルターでろ過する。ガラス繊維ろ紙の場合、溶存態の放射性セシウムが吸着する可

能性があるため、有機膜の方がよい。ろ過の際の汚染を防止するため、使い捨てのゴ

ム手袋やプラスチック手袋、汚染されていないピンセット等を用いるとよい。  

６）採取後、速やかに試験する。試料の運搬時に、採取瓶が破損したり、採取瓶から

試料が漏れないようにする。運搬後、採取日に試験できない場合は、試料を冷暗所

に保存する。試料採取から試験までの保存期間の目安は 5 日以内である。  

２－２ 器具 

（１）プラスチック瓶  

ポリエチレン、またはそれと同等の材質。硝酸及び測定対象核種を含まない水で

あらかじめ洗浄する。加えて、採取瓶を再利用する場合には、最初に洗剤で洗浄す

る。採取瓶の容量は、試験に必要な量の 2 倍程度が望ましい。大量の場合は複数瓶

に採取してもよい。  
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解説 2-1 採取瓶  

プラスチック瓶は、放射性ヨウ素のうち、ヨウ素分子、次亜ヨウ素酸や有機態ヨウ素

の一部が吸着する可能性がある。一方、ガラス瓶は、（溶存態の）放射性セシウムが吸着

する可能性がある。ここでは同時測定を考慮してプラスチック瓶とした。  
なお、原子力緊急事態において、採取瓶の準備が困難な場合には、清浄な水の入った

ペットボトルの中身を採取現場で空けて、試料で 2～3 回共洗いして、採取瓶として利用

する方法もある。  

（２）じょうご等の試料採取のための補助器具  

ステンレス、ポリエチレン、またはそれと同等の材質。採取瓶と同様の手順であ

らかじめ洗浄し、試料で 2～3 回共洗いしてから使用する。試料と接する部位は、

汚染されないように、運搬時にはポリエチレン袋等で保護するとよい。試料採取の

現場で使用するので、複数の地点で試料採取を行う場合には、これら補助器具から

の汚染を防ぐため、現場での洗浄に用いる器具、溶液、測定対象核種を含まない水

等を必要に応じて準備し、洗浄を行いながら使用するとよい。  

＜参考＞ 

参考 2-1 採取、保存及び運搬時における放射性物質のロス・汚染の原因  

放射性物質は、通常の化学分析では検出できないくらい、低い濃度で水中に存在していること

に注意を要する。放射性物質の存在形態は様々で、溶存態だけでなく、濁質成分に吸着して存在

している場合もある。  
放射性物質は、懸濁態、溶存態以外に、コロイド状でも存在している。放射性ヨウ素は、大気

から降下したばかりの水道原水中や、塩素処理を行ったばかりの浄水処理工程水、浄水中では、

ヨウ素分子や次亜ヨウ素酸の形態でも存在している。水道原水等で、光に当たっている状態では、

ヨウ化物イオンは、ゆっくりと酸化され、次亜ヨウ素酸やヨウ素酸イオンに変化する（表 2-1）。  
表 ２-１：放射性物質の主な存在形態 

 水道原水 水道水 
放射性ヨウ素 懸濁態、溶存態（ヨウ化物イオン、有機態ヨウ素） 溶存態（ヨウ素酸イオン、有機態ヨウ素）

放射性セシウム 懸濁態、溶存態（セシウムイオン） 溶存態（セシウムイオン） 
試料の採取、運搬、保存にあたり、放射性物質のロスや汚染の原因として、例えば以下のこと

が挙げられる。汚染を防止するため使い捨てのプラスチック手袋やゴム手袋を使用することが望

ましい。  
①洗浄が不十分な容器や器具への吸着  
②試料採取等、採取瓶を開けているときの、塵等の混入  
③洗浄が不十分な容器、器具からの汚染  
④作業者、標準物質、他の試料からの二次汚染  

参考 2-2 コンポジット試料の採取  

スポット試料（1 回の採取による試料）の場合は考えなくてよいが、コンポジット試料（数回

の採取試料を混合した試料）の場合、試料採取時における放射能の崩壊（試料採取にかかった時

間）について注意を要する。コンポジット試料の採取日時、時刻は、例えば、最初の試料の採取

日時、時刻、あるいは採取期間の中間の日時、時刻とする。放射性ヨウ素については、採取間隔

が 1 日を超えないようにする。  
コンポジット試料は、同一地点で間隔を空けて採取した試料を混合する場合と、複数の地点か

ら採取した試料を混合する場合がある。それぞれ別々の採取瓶に採り、各試料の採取日時、時刻、

流量を記録し、各試料の採取時の流量比を勘案して混合する。複数の水源からの水を混合して原

水としている場合は、その混合比によって試料を混合する。  
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参考 2-3 保存剤の添加  

放射性ヨウ素と放射性セシウムを同時に測定することを想定して、試料採取時に保存剤の添加

は行わない方法を採用したが、放射性ヨウ素と放射性セシウムのいずれか一方の測定を目的とす

る場合や採取瓶を分けることができる状況等も考慮し、参考までに、利用可能な保存剤とその目

的を示す。保存剤を添加した場合には、その内容について、ラベルに記入する。  
（１）放射性セシウムの検査を目的とした場合  

採取時に試料 1 L に対して 10 mL の硝酸を加える。このとき、pH <2 であることを確認する。

pH が高いと、金属類が瓶壁面へ吸着したり、沈殿する。試料採取時の添加が困難な場合には、

試験室に持ち帰った後、速やかに添加する。ただし、硝酸を加えた試料は、放射性ヨウ素の試験

には使用できない（酸性では、4I- + O2 + 4H+ →  2I2 + 2H2O の反応が進み、気散したり瓶壁面

に吸着しやすくなるため）。  
（２）放射性ヨウ素の検査を目的とした場合  

試料 1 L に対して 80～100 mg のチオ硫酸ナトリウムを加えると、ヨウ素分子や次亜ヨウ素酸

の形態で存在するヨウ素がヨウ化物イオンへと還元されるため、放射性ヨウ素の気散や瓶壁面へ

の吸着を抑制することができる。ヨウ化物イオンの酸化も抑制できる。また、この場合、ガラス

瓶の方が、吸着による一部の放射性ヨウ素のロスを抑制できる。  
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第３章 ゲルマニウム半導体検出器を用いるガンマ線スペクトロ

メトリーによる放射能測定法 

本章では、水道水及び水道原水中の放射性ヨウ素及び放射性セシウムの濃度を測定

する方法として、ゲルマニウム半導体検出器を用いるガンマ線スペクトロメトリーに

よる放射能測定法について規定する。  

３－１ 測定法の特性 

３－１－１ 測定対象核種  

測定の対象となる核種は 131I、134Cs 及び 137Cs の 3 核種であり、解析に必要な放射

線のデータを表 3-1 に示す。  

表３ -１：測定対象核種の放射線データ  

核種  半減期  エネルギー  
ガンマ線放

出割合  

サム効果の補正が必要なガンマ線  

（）内はガンマ線放出割合  

131I 8.021 日  364.5keV 0.817 284.3keV(0.061)、637.0keV(0.072)、他  

134Cs 2.065 年  
604.7keV 0.976 569.3keV(0.154)、 801.9keV(0.087)注 １、

他  795.9keV 0.855 

137Cs 30.17 年  661.7keV 0.851 なし（単一ガンマ線）  
出典 アイソトープ手帳 11 版（日本アイソトープ協会）  
注１ 分解能があまりよくない場合には、795.9keV と 801.9keV を一つのピーク（0.942）

として扱ってもよい。  

３－１－２ 測定法の特徴  

ゲルマニウム半導体検出器を用いるガンマ線スペクトロメトリーによる放射能測定

法は、エネルギー分解能が非常に高いためエネルギー決定の精度が高く核種の同定が

容易かつ確実であり、接近したエネルギーの他のガンマ線と明確に分別して解析する

ことができる。また、ガンマ線ピークの広がりが狭いため、ピーク計数値に対するバ

ックグラウンド計数値の比率が低いので低レベル放射能の分析に適している。  
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３－１－３ 測定の流れ  

  

3-4-4 報告及び 

   記録 

3-4-1.事前準備及び 

確認事項 

START 

3-4-2.測定手順 

試料の測定 

（スペクトルの目視確認）

正常 

3-4-3.解析手順 

END 

測定結果の報告 

機器の動作確認・設定 

再解析 
・ 

再測定 

測定結果の検討・

評価 

3-3.機器校正 
エネルギー校正 効率校正（容器毎）

正常 

バックグラウンド測定 

検出の有無の判定 

検出限界値の記録 

ピーク領域の設定 

ピーク面積の算出 

不確かさの算出 

放射能の算出  
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３－２ 機器・器具等 

３－２－１ 機器  

ゲルマニウム半導体検出器を用いたガンマ線スペクトロメータは、一般的に、ゲル

マニウム半導体検出器、冷却装置、前置増幅器、主増幅器、高圧電源、マルチチャネ

ル分析器（MCA）、ガンマ線スペクトル解析用計算機から構成される。  

（１）ゲルマニウム半導体検出器  

検出器の相対効率は 20％程度以上とする。  

エネルギー分解能は半値幅で 1.8～2.0keV が一般的である。  

解説 3-1 ゲルマニウム半導体検出器（前置増幅器を含む）の代表的な性能  

１）検出器相対効率  
検出器の相対的な検出効率を示す指標である。現在では 100％程度のものも入手でき

るが、性能・価格比を考慮すると 20～40％程度が一般的である。検出器の相対効率は、

検出器前面から 25cm 離れた位置に置かれた 60Co 点線源の 1332keV ガンマ線に対する

効率を求め、同じ距離に 60Co 点線源が置かれた場合の 3”φ×3”NaI シンチレーション検

出器の効率（1.20×10-3）を基準として、これに対する比率（％表示）として定義され

る。他のエネルギーのガンマ線に対する効率とは必ずしも比例しない。  
２）エネルギー分解能  

60Co の 1332keV ガンマ線に対する半値幅（Full Width at Half Maximum；FWHM）

と定義され、1.8～2.0keV が一般的であるが、2.5keV 程度までなら定量分析にそれほど

大きな支障はない。しかし、エネルギー分解能の劣化はピーク下（ROI 内）のバックグ

ラウンド計数を増加させるので検出限界値が増大する。なお、137Cs の 662keV に対する

半値幅は 1.5～1.7keV である。  
３）ピーク・コンプトン比  

60Co の 1332keV ガンマ線に対するピーク中心の高さ（カウント）と 1040～1096keV
の平均計数値（カウント）の比であり、この値（40～70）は上記の相対効率にほぼ比例

し、エネルギー分解能の値にほぼ反比例するので、検出器の総合的な性能指標である。  

（２）遮へい体  

低レベル放射能測定では検出器の遮へいは大変重要である。天然核種（ 40K、ウ

ラン及びトリウム系列核種）などによるガンマ線が十分遮へいされている必要があ

る。  

検出器周りの遮へい体としては、厚さ 10～15cm の鉛遮へい体が一般的に使われ

ている。  

遮へい体内部空間のサイズは測定に使用する試料容器が納まる大きさでなければ

ならない。  

検出器の形状には、縦型（ディップスティック）、L 型（液体窒素容器の側面にク

ライオスタットが付いている）などがあり、遮へい体の構造は検出器の形状や検出

器と液体窒素容器との接続関係によって異なる。  

３－２－２ 器具等  

（１）試料容器   

試料容器は、密封性がよく、機械的強度が高く、酸や熱などに強く、内部の試料

が見えるものである必要がある。試料容器として、内容積 1～2L のマリネリ容器、
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内容積 100～500mL の円筒形容器などが使われている。  

（２）エネルギー校正用線源  

エネルギー校正用の線源としては 22Na(511keV、1275keV)、54Mn(835keV)、
60Co(1173keV、1332keV)、88Y(898keV、1836keV)、137Cs(662keV)、 139Ce(166keV)

のように 100keV から 2,000keV までをカバーするようにいくつか選んで用いる。

それぞれの放射能は 1,000～3,000Bq とする。  

（３）効率校正用線源  

137Cs 等を含む市販の標準試料で、容器と媒体の容積は試料と同じもの。それぞれ

の放射能は 1,000～3,000Bq とする。 

（４）スペクトル解析ソフトウェア   

ピーク探索、核種の同定、ピーク面積の算出、計数の統計による不確かさの算出、

検出限界値の算出等が行えるもの。さらに、自己吸収の補正やサム効果の補正が行

えるものであることが望ましい。  

解説 3-2 ガンマ線スペクトル解析ソフトウェア  

ガンマ線スペクトルを解析して放射能を算出するために、現在では、国内製のガンマ

線スペクトル解析ソフトが一般的に使われている。現在市販されているパッケージソフ

トは定量解析に必要なほとんど全ての機能をもっているが、次の点に注意する必要があ

る。  
１）ピークの正味計数値（ピーク面積）が少ない微弱なピークでは計数の統計による不

確かさが大きく、ピーク解析領域（ROI）の自動設定が適切でないことがある。不必

要に広い ROI を設定すると、計数の統計による不確かさが増加し、検出限界値が大き

くなる。  
２）ピーク面積計算法として計数値積算法（通称、コベル法）とピーク関数適合法（通

称フィッティング法）が適用できるなら、両者による解析結果を比較・検討すること

ができる。  
３）近年、市販の解析ソフトで自己吸収の補正とサム効果の補正ができるようになった

が、その確かさを確認しておく必要がある。なお、サム効果の補正ができる核種は限

られている。  
４）自動計算される検出限界値及び計数の統計による不確かさについて、あらかじめそ

の計算方法などを確認しておく必要がある。  

３－３ 機器校正  

３－３－１ エネルギー校正  

エネルギー校正用線源を対象にして、次の手順によりガンマ線エネルギーとピーク

中心チャネルとの対応関係を一次式で求める。  

１）エネルギー校正用の線源を検出器の定まった位置に取り付け、主要なガンマ線の

ピーク面積が数千カウント以上になるまでスペクトルを測定する。  

２）ガンマ線エネルギー（E）とピーク中心チャネル（p）が直線関係にあるとして、

スペクトル解析ソフトを用いて次の関係を求める。  

   E = a + b×p 

上式の a はできるだけ 0 に近い値、b はできるだけ 0.500 に近い値であることが



13 
 

望ましい。  

なお、ガンマ線のエネルギー範囲を 0～2,000 keＶ、マルチチャネル分析器（MCA）

のチャネルフルスケールを 4,000ch とすることによって、計数値が低いときにもピ

ーク領域（ROI）を簡単に設定できる。  

３）以上のデータを記録・保存する。  

３－３－２ 効率校正  

測定したガンマ線スペクトルから放射能を決定するには、ピークに対する計数効率

（以下、「ピーク効率」という。）が必要であり、放射能分析にはピーク効率の校正が

正しく行われていることが前提である。  

効率校正には、濃度が分かっている効率校正用線源を用いる。通常はおよそ 50keV

～2,000keV のエネルギー範囲に適用できるように、いろいろな核種を含む標準線源

を測定して、エネルギーを変数とするピーク効率関数を求める。なお、ピーク効率は

試料容器によって異なるため、複数の試料容器を使用する場合には、試料容器ごとに

効率校正を行う必要がある。  

３－４ 測定操作  

３－４－１ 事前準備及び確認事項  

（１）機器の動作確認と設定  

試料を測定する前に、スペクトル解析ソフトを用いて測定したスペクトルを解析

し、エネルギー校正用線源の主要なガンマ線について、ピーク中心チャネル、半値

幅及びピーク計数率が正常な値であることを確認する。  

（２）バックグラウンド測定  

設定した測定条件におけるバックグラウンドの測定を行う。試料と同一の条件を

持つバックグラウンド測定用試料（同一試料容器に対象とする放射能が含まれてい

ない同一量の測定対象核種を含まない水を封入）を置いて測定することが原則であ

る。  

試料の放射能分析には最近測定したバックグラウンドスペクトルの解析結果を用

いるので、測定に備えて、表 3-1 に示す測定対象核種の主要ガンマ線エネルギーに

相当するピークが認められた場合には計数率と計数の統計による不確かさを算出し、

結果を保存する。なお、バックグラウンドスペクトルにはウラン系列の 214Bi から

放出される 609.3keV（0.426）があり、このスペクトルは 134Cs の 604.7keV に近

いので注意する。  

３－４－２ 測定手順  

効率校正に用いた標準試料と同じ容器に同一量の試料を充填したものを検出器の中

心に合わせて取り付ける。その際、中心からのずれは、マリネリ容器では 1cm 程度以
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内、円筒形容器では 2mm 程度以内にする。  

ピーク効率及びバックグラウンド測定の結果等から目標とする検出限界値が得られ

るよう試料の測定時間を設定して測定を開始する。なお、計数率が非常に高いときに

は、ピーク形状が劣化することがあるので注意する。  

測定終了後、スペクトルを保存する。  

３－４－３ 解析手順  

（１）ピーク領域の設定  

測定が終了したら、スペクトル解析ソフトにより測定対象核種のガンマ線に対し

てピーク領域（ROI;Region Of Interest）を設定する。その際､計数が不足している

場合にはスムージング処理によって、チャンネル毎の計数のばらつきを平準化する

こともできる。  

ピーク中心チャネル（p）(ch)と半値幅（FWHM）(ch）から、測定したスペクト

ルが正常であることを確認できるが、微弱なピークについてはその値が変動するこ

とがある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  ３ -１：ROI の設定とピーク面積の算出  

（２）ピーク面積の算出  

ピーク面積 NS（count）は、解析ソフトによる ROI の自動設定ではピークサーチ

（探索）に基づいて計算されるが、特に微弱なピークについては、ROI の位置と幅

が適切であるか否かを確認すること。  

（３）バックグラウンド計数率の差し引きと計数の統計による不確かさの算出  

通常のガンマ線スペクトロメトリーではバックグラウンド計数率  nBG (以下、

「BG 計数率」という。）の差引きは必ずしも必要ではないが、検出器と遮へい体内

部の汚染がある場合には、BG 計数率の差引きを行う必要がある。正味の計数率

n(s-1)を、試料の計数率（nS = NS /tS）から同一のピーク領域（ROI）における BG 計

数率を差し引いた値として求める。  

 
 

n = nS - nBG   

 

ni 

HL p

 

FWHM

nL nH 

NB 

NS 

ROI (ch)



15 
 

正味計数率に対する計数の統計による不確かさσn (s-1）はそれぞれの計数率の統

計による不確かさ（σS 及びσBG）の合成として次のように表される。計数の統計によ

る不確かさσn は、スペクトル解析ソフトにより算出される。  

 

 

（４）放射能の算出  

試料の放射能 A(Bq)と放射能濃度 C (Bq/L)は次の関係注１で求められる。  

 

 

 

 上式において、  

n ：計数率  

a ：  表 3-1 に示されるガンマ線放出割合  

ε：  ピーク効率  

f SUM ：  サム効果補正係数  

f D ：  試料採取時から測定開始時（短半減期核種では、測定開始から終了までの

中間の時間）までの放射能減衰の補正係数。  経過時間を tL (s)、半減期を

T(s)とすると、親・孫の関係にない核種の場合には f D = exp(0.693 tL /T)で

表される。  

Ｖ  ：  試料容器中の試料の容量 V（L）  
注１ 標準試料との比較測定の場合は、a、ε、fSUM は同一であるから考慮する必要はない。

すなわち、標準試料の放射能を ASTD、計数率を nSTD とすると、A = (n/nSTD) ASTD で求められ

る。  

（５）検出の有無の判定  

試料の放射能の計数の統計による不確かさδA(Bq)と放射能濃度の計数の統計に

よる不確かさδC(Bq/L)は次の関係で求められる。  

 

 

測定された放射能濃度 C が 3δC を超えた場合を検出とする。  

（６）検出限界値の記録  

不検出となった場合にはその分析を行った際に検出されるであろう放射能値にお

ける 3δC を検出限界値として記録する。  

解説 3-3 計算式による検出限界値の算出  

検出限界値は、BG 計数率、試料の測定時間、試料の量の影響を受ける。放射能測定

では、測定対象ピークのバックグラウンド部分の計数率（通常ピーク脇のベースライン

領域から算出）、バックグラウンド計数率、試料の測定時間及びバックグラウンド測定時

間、試料の量等から検出限界値を算出する方法が広く用いられている。  

（７）測定結果の検討・評価  

測定対象核種ごとの測定結果を整理し、計数の統計による不確かさ、ピーク中心

δA =    A  
σn 

n 
δC =            

δA 

Ｖ

A =        f D 
n 

aεｆSUM 
C =      

  A

  V

σn = (σS
2 +σBG

2 )1/2 
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チャネル、半値幅等により正常であることを確認し、疑義がある場合、計数の統計

による不確かさを考慮することで指標値超過の有無等が異なる場合等確認結果に何

らかの疑義がある場合は、必要に応じて再測定を行う。  

３－４－４ 報告及び記録  

測定業務を受託する場合には、原則として、測定業務の委託者が定める書式に測定

結果を記載し報告するとともに、元データとともに保存する。  

記載事項の例は次の通りである。  

① 使用機器情報：機器名（検出器サイズ、分解能）､測定チャンネル数、解析ソフ

トウェアの種類､処理方法  

② 試料情報：試料名（番号）、採取場所、採取日時、試料の量、採取容器の種類、

採取担当者氏名  

③ 測定条件：試料容器の種類、試料量､ジオメトリ  

④ 測定記録：測定開始日時、測定時間（Live Time、Real Time）  

⑤ 解析記録：ピーク中心チャネル、半値幅、ピーク面積とその計数の統計による

不確かさ、試料計数率とその計数の統計による不確かさ、BG 計数率とその計数

の統計による不確かさ、ピーク効率、減衰補正係数、放射能及び放射能濃度とそ

れぞれの計数の統計による不確かさ、検出限界放射能または検出限界放射能濃度、

測定・解析担当者氏名  

  なお、解析記録については、転記ミスを避けるため使用する解析ソフトの報告

書をそのまま用いてもよい。数値については、計数の統計による不確かさの有効

桁数を基にして放射能または放射能濃度の有効桁数の「丸め」を行う。  

⑥ 測定結果：核種名、放射能濃度（Bq/kg、Bq/L）､検出限界値  

３－５ 測定実施の注意点  

３－５－１ バックグラウンドの管理  

定量目的核種と同じ核種がバックグラウンドから検出される場合には、その原因を

確認し、可能な限りバックグラウンドの影響を抑えることが必要である。室内の汚染

の場合には、機器周りの遮へい措置を確認し、適切な遮へいを行うことで影響を抑え

ることができる。遮へい体内や検出器そのものが汚染した場合には、除染に務めるこ

とが原則であるが、万一、除染できない場合には、放射能計算の際にバックグラウン

ドからの寄与を差し引く必要がある。  

３－５－２ 機器、器具等の汚染防止  

検出器はポリエチレンなどで覆い、汚染を防ぐようにする。万一汚染した場合もポ

リエチレンの包装を交換することで対処できる。検出器表面が汚染した場合には、中

性洗剤やエタノールをしみ込ませたガーゼなどでふき取る。遮へい体を開ける場合に、

粉塵などの汚染物が入らないように注意する。  



17 
 

試料容器は簡単な洗浄と共洗いを行ったうえで使用する。試料を試料容器に入れる

際に試料容器の周りに試料が付着しないようにすることも重要である。  

高濃度の試料を測定する場合や除染が困難な場合には使い捨て容器を使用する。試

料容器を繰り返して使用する場合は、フッ素コーティングなどを施すとよい。試料容

器内にプラスチック袋を用いることも有効である。  

３－５－３ 機器の日常管理  

測定システム全体の定期的な性能テストを行うことは機器の管理として大変重要で

ある。性能テストでは、チェック用ガンマ線源を検出器上の一定の位置に置いて測定

し、低・中・高エネルギーのガンマ線についてピーク中心チャネル、半値幅、ピーク

計数率を求め、それらを時系列データとして保存する。性能テストはできれば毎日、

少なくとも一連の試料測定に先立って行うことによって常に正確なエネルギー校正を

用いることができる。  

また、定期的に試料がない状態又は空容器を設置して測定を行うことにより、検出

器周辺部や試料容器の汚染がないことを確認する。  

検出器トラブルの一つとしてクライオスタット内の真空度劣化がある。これは、液

体窒素の消耗量、エネルギー分解能の低下、目視検査（クライオスタットのネック部

分における結露の有無）などから判断することもできる。  
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＜参考＞ 

参考 3-1 ガンマ線スペクトル測定システム  

放射能検査で使用するガンマ線スペクトル測定システムの基本的な構成及び仕様を以下に示

す。従来、図 3-2 に示す機器構成では、増幅器などの電子回路やマルチチャネル波高分析器（MCA）

は単独な機器として組み合わせて使用されていたが、近年の測定システムでは、データ処理装置

であるパーソナルコンピュータ（PC）に高圧電源 (HV)、主増幅器、MCA などが内蔵され、増

幅度、パルス波形整形、測定時間など測定条件の設定及び動作は PC によって制御されるものが

多い。また、ガンマ線スペクトルのデータ解析には市販のパッケージソフトが使われており、操

作手順とデータ解析などはその解析ソフトに依存する。  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

図３-２：ガンマ線スペクトロメータの基本的構成 

参考 3-2 ゲルマニウム半導体検出器の例  

一般的なガンマ線の測定には、ピークに対する計数効率が高い次の 2 種類の同軸型（コアキシ

ャル）高純度ゲルマニウム半導体検出器が用いられる。いずれの検出器も使用しないときは常温

に保存することができる。  
A) p タイプ高純度ゲルマニウム半導体検出器（図 3-3 左）  
より一般的なガンマ線の測定に使われる。しかし、冷却しない（使用しない）期間が長いとき

は、結晶外側の n+ 不感層が Li イオンの熱拡散によって厚くなり、不感層による吸収（特に低

エネルギー）及び有感体積の減少によって計数効率が低下する欠点がある。不感層増加の割合は

保存温度によるが、1 年あたり 0.17±0.06mm であり、当初の効率を維持するためには常時冷却

することが望ましい。  
B) n タイプ高純度ゲルマニウム半導体検出器（図 3-3 右）  
冷却しない期間が長くても、上記のような不感層増加による計数効率の低下はほとんどない。

また、ボロン注入 p+層（1μm 以下）は大変薄いので数 keV 以上の低エネルギーの測定も可能

である。  
 
 
 
 
 
 
 

図３-３：pタイプとnタイプの同軸型高純度ゲルマニウム半導体検出器の電極構造 

  

A) p タイプ 

Li 拡散 n+層 

（0.5～0.8mm） 

B 注入 p+層

（～0.3μm) 

FET＋HV 

p type Ge 

FET－HV

n type Ge 

B) n タイプ

マルチチャネル分析器 

試料 

Ge 検出器 主増幅器         ADC  MCA 

MCA 制御 ＆ 

データ解析装置  

PC : 測定制御及びス

ペクトル解析ソフト 

PA 

Ge 

前置増幅器 

遮へい体 HV
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参考 3-3 検出器の冷却装置  

検出器の冷却方法として、次の方式のものがある。  
（１）液体窒素による冷却  

測定室据置きタイプでは液体窒素容器（30 Ｌ）を用い、１日の液体チッソの消耗量は 1～1.5 

Ｌである。毎週 1 回、定期的に液体窒素の残量を補充することが望ましい。  
（２）電気的冷却装置による冷却  

ガスコンプレッサ及び検出器に接続された冷却装置よりなる。近年、冷却装置の安定性と電気

的雑音の影響がかなり改善された。  
（３）ハイブリッド型  

上記（1）と同様に液体窒素容器を用いるが、蒸発した窒素ガスを小型の液体窒素製造装置で

液体窒素にして容器に戻す。冷却装置が正常に動作していれば液体窒素の消耗はほとんどない。

また、冷却装置が故障のときには液体窒素で冷却して測定を継続することができる。  

参考 3-4 前置増幅器と主増幅器  

前置増幅器は検出器と一体構造になっており、その性能は検出器のエネルギー分解能などの性

能を左右する。主増幅器には多くの種類があり、使用目的などによって信号処理の選定が可能で

ある。近年、デジタル式の主増幅器も多く使用されるようになり、従来のアナログ式に較べて特

に安定性に優れている。  
主増幅器については、測定に際して、ゲイン調整出力パルス波形整形、パイルアップ除去、ポ

ールゼロ調整等の調整を行う必要がある。  

参考 3-5 マルチチャネル分析器 (MCA) 

近年、単独型のマルチチャネル分析器 (MCA)は少なくなり、主増幅器と高圧電源を内蔵し、パ

ソコンによって検出器印加電圧、増幅器ゲイン、ADC ゲイン、パルス波形整形などを調節する

タイプのものが多く使われるようになった。また、DSP (Digital Signal Processor) 方式のデジ

タル MCA も使われるようになり、安定性など性能が向上し、いっそう小型化が進んだ。さらに、

個々のパルス信号をパルス波高と共に時間情報などを時系列としてメモリーに記録し、測定後に

データの数学的演算によってスペクトルを任意にかつ容易に再現することができるリストモー

ド計測法の MCA が使われ始めている。  

参考 3-6 試料容器について  

試料容器について必要な条件は、1）密封性がよいこと、2）機械的強度が高く、化学薬品（酸

など）や熱に強いこと、3）内部の試料が見えること、4）入手しやすいこと、などである。  
表 3-2 に示す容器は市販品または注文加工品として入手できるものである。表中の効率は、検

出器相対効率 30％の検出器で試料中の 137Cs のガンマ線（661.7keV）に対する計算値である。

効率×容積の値（ε・V）は計数率に比例するので、水道水のように試料量に制限がない場合に

は、容積が大きいほど測定に有利である。  
他の容器を使用する場合にはε・V の値を目安とするとよい。  

表３-２：代表的な試料容器 

容器名称  サイズ注 １ 
容積  

V(mL)
効率ε

注 ２ 
ε・V 材質  

密封  
注 ３ 

強度

2L マリネリ容器  文部科学省マニュアル参照注 4 2,000 0.0087 17.4 アクリル ○ △ 
0.7L マリネリ容器  文部科学省マニュアル参照注 4 700 0.0141 9.87 アクリル ○ △ 
市販円筒容器 A 7.4cmφ×7.0cm 300 0.0104 3.12 PP? ○ ○ 
市販円筒容器 B 6.0cmφ×7.1cm 200 0.0114 2.28 PP ○ ◎ 

U-8 容器  5.0cmφ×5.1cm 100 0.0152 1.52 PP ○ ◎ 
注１ 容器内の試料のサイズ ; 円筒形容器の場合は多少テーパがあるので平均の直径を記した。 
注２ 137Csのガンマ線（661.7keV）に対する効率（計算値） 
注３ 蓋をしたままでは不十分であり、通常は接合部をビニール テープなどで巻いて密封性を高める。 
注４ 文部科学省（1992）放射能測定法シリーズNo.7ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー104

頁図7-3、図7-4 
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参考 3-7 増幅器ゲイン調整及びエネルギー校正手順例  

環境試料のガンマ線スペクトルの測定条件としては、ガンマ線のエネルギー範囲を 0～2,000 
keＶ、MCA のチャネルフルスケールを 4,000ch、すなわち 0.500keV/ch で測定するのが一般的

である。このように設定することによって、未知のピークについてピーク中心チャネル p（ch）
からエネルギー（p/2 ; keV）を直ちに知ることができ、また、計数値が低いときなどピーク領

域（ROI）を簡単に設定することができる。  
エネルギー校正に用いる線源には、長い半減期の核種で低・中・高エネルギーのガンマ線を放

出する線源（例えば、60Co + 137Cs + 133Ba、152Eu など、それぞれ数 100Bq、標準線源でなくて

もよい）がよい。  
混合核種線源（60Co + 137Cs + 133Ba）を用いる場合のゲイン調整とエネルギー校正の手順を

以下に示す。  
１）校正用線源を検出器直上の一定の位置に置いて測定を始め、661.7keV ではピーク中心が

1323ch、1332.5keV ではピーク中心が 2665ch になるように、増幅器のゲイン微調整とゼ

ロ点調整を試行錯誤的に繰り返す。  
２）上記の調整が終わったら、主要なガンマ線ピークの計数値が 1,000 カウント以上になる

までスペクトルを測定する。  
３）スペクトル解析ソフトの機能「エネルギー校正」を用いて、主要なガンマ線エネルギー

E(keV)のピークのみを数本選んで解析すると、それらのピーク中心チャネル p(ch)、半値幅

(ch)、ピーク計数率 n(s-1)が示される。  
４）ガンマ線エネルギーとピーク中心チャネルは直線関係 n にあると仮定すると、次の関係が

示される。  
     E = a + b×p 
  a はできるだけ 0 に近い値、b はできるだけ 0.500 に近い値であることが望ましい。  
  なお、解析ソフトを使用しないときは 2 本のピーク、例えば、 E1=661.7keV と  

E2=1332.5keV について p1 と p2 を上式に代入して a と b を求める。  
注１ 直線性があまり良くない測定システムでは二次式を用いる方がよい（解析ソフトで対応できる）。 

参考 3-8 ガンマ線スペクトル例とピーク解析領域（ROI）  
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参考 3-9 バックグラウンドスペクトルの例  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考 3-10 ピーク面積の算出例  

ピーク面積 N(カウント )とはピークの正味計数値であり、ピーク領域（ROI ；  Region Of  
Interest）内のピーク部分のみの積算計数値である。その計算法として次の 2 とおりの方法が適

用できる。  
（１）計数値積算法（通称、コベル法）  

解析のためのピーク領域（ROI = L～H チャネル）はピークの半値幅（FWHM）を基準にし

て自動または手動で設定する。ピーク中心（p）に対して、L = p-k×FWHM(ch)、H = p+k×
FWHM(ch)に設定する。通常、k の値を 1.5～2.0 に設定するがピークの形状によっては 2 以上

に設定してもよい。しかし、検出限界計数値（参考 3-13 参照）は ROI 幅のほぼ平方根に比例し

て増大する結果になる。  
i チャネルの計数値を Ni、ROI（L～H）内の全積算計数値を NT、ピーク直下の平坦部（台形

近似）の積算計数値を NB とすると、ピーク面積（N）は次のように求められる（図 3-4）。  
 
 
 
 
その計数の統計による不確かさは、σN = [σ (NT)2 +σ (NB)2 ] 1/2   ただし、σ (NT)、σ (NB)

は NT、  NB の計数の統計による不確かさ  
なお、上式の nH、  nL は H、  L チャネルにおける前後数チャネルの平均計数値を用いること

が多い。  
この方法は計算が簡単であるが、2 本以上のピークがごく接近している場合には適用できない。 
 

（２）ピーク関数適合法（通称、フィッティング法）  
ROI 内の計数値分布を数学的関数、例えば、ピークの形状をガウス関数 G(i)、ピーク下の平

坦部を一次式 B(i)と仮定して非線形最小二乗法によって関数の未知パラメータ（p、FWHM、一

次式のパラメータなど）を決定する。単独ピークはもとより二本以上のピークが複合している場

合にも適用できる（図 3-5）。しかし、計算が複雑であり、解析ソフト内蔵のプログラムでしか

計算できない。  
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参考 3-11 自己吸収の補正  

水等の容積試料において、ガンマ線が試料媒体中で散乱あるいは吸収によって減弱する現象は

自己吸収といわれる。これは、①ガンマ線エネルギー、②試料媒体の種類 (元素組成、充填密度 )、
③試料の形状・厚さ、④検出器・試料間の空間的位置関係などに依存する複雑な現象である。ガ

ンマ線の減弱は①と②で決まる減弱係数、そして③及び④で決まる試料中のガンマ線の実効的な

透過距離である。  
自己吸収補正法として、いろいろな媒体の標準試料を測定し、ピーク効率を補間・補外して自

己吸収を補正する方法があるが、精度の高い多くの標準線源（異なる密度、異なる試料量の組み

合わせ）を必要とするため必ずしも簡単ではない。そこで、市販のスペクトル解析ソフトでは種々

の近似や仮定を基にした補正法が用いられている。  

参考 3-12 サム効果の補正  

多くの放射性核種は１壊変につき 2 個以上の放射線を同時（1μ秒以内）に放出する。この場

合、それらの放射線が１個の検出器で同時に検出されると、検出器からの信号は両者の和の波高

値をもつ１個の信号として分析される。この現象はサム効果といわれる。ガンマ線スペクトロメ

トリーで問題となるサム効果は、同時に放出される 2 本以上のガンマ線とエックス線によるγ -
γサム効果及びγ -X サム効果である。   

核種と測定ジオメトリ（高い効率の測定）によってはピーク計数率に及ぼす影響は 10％以上

になることがある。なお、本マニュアルの測定対象核種である 131I と 134Cs にはサム効果の影響

がある。  
サム効果は同時に放出されるガンマ線の相互関係によって決まるので、核種によってそれぞれ

異なり、152Eu のように多くの種類のガンマ線を放出する核種では補正が大変複雑となる。現在

市販されているスペクトル解析ソフトではサム効果の補正ができるものがあるが、適用できる核

種は限られている。  

参考 3-13 試料容器及び測定時間の違いによる検出限界値の計算例  

検出限界値は、放射能が極めて低い試料の測定において、核種が検出されたか否かを判定する

ための目安の数値である。その核種が検出されたか否かは、実測されたピーク面積がその計数の

統計による不確かさの 3 倍を超えているかどうかで行われることが一般的であり、市販されてい

る解析ソフトウェアではこの方法に基づいて検出の有無が自動的に判定される。一方、バックグ

ラウンド計数率と測定時間から検出限界値を計算する方法も行われており、ここではその計算例

を紹介する。  
（１）検出限界計数率  

検出限界計数率は検出可能な最少の計数率であり、核種には直接依存しない。試料の測定時間、

ベースライン計数率（以下、「BL 計数率」という。）によって決まり、ガンマ線スペクトロメト

リーによる検出限界計数率 (nDL)の算出式は複数存在しているが、ここでは Cooper の関係式注１

によって求めることとする。   

図３－４：計数値積算法による単独ピークの計算 

ni 

H L p

 

FWHM 

nL nH 

NB

N

i (ch)

P1 

G(1,i) G(2,i) 

P2 

n(i) 

i 

B(i)

図３－５：ピーク関数適合法による複合ピークの計算 
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BL 計数率 nB (s
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数
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t = 500s
t = 1,000s

t = 2,000s
t = 5,000s
t = 10,000s
t = 20,000s

t = 50,000s
t = 100,000s

nDL

注１ この関係式は市販のスペクトル解析ソフトで多く使われているもので、文献J. A. Cooper, Nucl. Instr. Methods, 
82,273(1970)による。 

      なお、海外では文献Lloyd A. Currie, Anal. Chem. 40, 586 (1968)による関係式（nDL = 5.4/t + 3.3√ (2nB/t)）が多く

使われているが、下の式においてk=3とすると、両者間の違いは10％程度である。 
 
 
                                     
 
上式において、  
k ：  信頼度係数  ；  k = 3 (信頼度 99.7%) 
t ：  試料の測定時間（秒）  
nB ：  測定対象ガンマ線に対応するピーク領域（ROI）内の BL 計数率（s-1）  
BL 計数率は（nB）は、測定場所、遮へい体の厚さなど測定状況によって異なり、検出限界計

数率（nDL）は BL 計数率の平方根にほぼ比例し、測定時間の平方根にほぼ反比例する。例とし

て、k = 3、tS = 500～100,000 秒の場合の検出限界計数率 nDL(s-1）を図 3-6 に示す。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－６：BL計数率nB及び試料の測定時間 tと検出限界計数率nDLの関係 

 
（２）検出限界放射能  

検出限界放射能 AM (Bq)は、検出限界計数率 nDL（s-1）、ガンマ線放出割合 a、ピーク効率εに

よって次のように計算される。  
 
                 
 
例として、試料の測定時間（t）= 500～50,000 秒、BL 計数率（nB）= 0.001～0.1s-1 をパラメ

ータとして 137Cs に対する検出限界放射能（AM）を表 3-3（k = 3）に示す。ただし、ピーク効

率（ε）は検出器及び試料容器によって異なるので、代表的な値として、ε= 0.01 として計算

した。  
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表３-３：137Csに対する検出限界放射能AM(Bq)：k= 3、a = 0.85、ε= 0.01  

 
nB（s-1）  

測定時間（S) 
500 1,000 2,000 5,000 10,000 20,000 50,000 

0.001 2.33 1.26 0.71 0.35 0.22 0.14 0.08 
0.002 2.51 1.41 0.83 0.44 0.28 0.19 0.11 
0.005 2.96 1.76 1.10 0.62 0.41 0.28 0.17 
0.01 3.53 2.19 1.41 0.82 0.55 0.38 0.23 
0.02 4.39 2.82 1.87 1.11 0.76 0.53 0.33 
0.05 6.16 4.10 2.77 1.69 1.17 0.82 0.51 
0.1 8.20 5.55 3.80 2.34 1.63 1.14 0.72 

137Cs 以外の核種の検出限界放射能 AMX は、対象とする核種のガンマ線放出割合 aX、ピーク効

率εX を用いることによって、 137Cs に対する検出限界放射能（AM）から次式により求められる。 

    AMX = （0.85/aX）（0.01/εX）AM 

例えば、131I（365keV、0.817）、ピーク効率  = 1.63％、nB = 0.002s-1、t = 1,000s の場合、

k=3 の AMX = （0.85/0.817）（0.01/0.0163）×1.41 = 0.90Bq であり、137Cs よりも若干感度が

良くなる。  

 
（３）検出限界値  

検出限界値 CM (Bq/L)は、検出限界放射能（AM）、  試料容積Ｖ (L)によって次のように計算さ

れる。  
 

                 

例えば、容積 2L のマリネリ容器では検出限界放射能（AM）の値を 2 で除し、容積 100mL の

円筒形容器（U-8 など）では AM の値を 0.1 で除して求められる。例として、2L マリネリ容器

を用いた場合の 131I 及び 137Cs に対する検出限界値（CM）を表 3-4 及び表 3-5 に示す。  

 

表 ３-４：131Iに対する検出限界値 CM（Bq/L）：k=3、a=0.817、ε=0.163 

nB(s-1）  

測定時間（S) 

500 1,000 2,000 5,000 10,000 20,000 50,000 

2L マリネ

リ容器  

0.001 0.7 0.4 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 

0.002 0.8 0.5 0.3 0.1 0.1 0.1 0.0 

0.005 0.9 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.1 

0.01 1.1 0.7 0.5 0.3 0.2 0.1 0.1 

0.02 1.4 0.9 0.6 0.4 0.2 0.2 0.1 

0.05 2.0 1.3 0.9 0.5 0.4 0.3 0.2 

0.1 2.6 1.8 1.2 0.7 0.5 0.4 0.2 

 
表 ３-５：137Csに対する検出限界値 CM（Bq/L）：k=3、a=0.85、ε=0.01 

nB(s-1）  

測定時間（S) 

500 1,000 2,000 5,000 10,000 20,000 50,000 

2L マ リ ネ

リ容器  

0.001 1.2 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.0 

0.002 1.3 0.7 0.4 0.2 0.1 0.1 0.1 

0.005 1.5 0.9 0.5 0.3 0.2 0.1 0.1 

0.01 1.8 1.1 0.7 0.4 0.3 0.2 0.1 

0.02 2.2 1.4 0.9 0.6 0.4 0.3 0.2 

0.05 3.1 2.0 1.4 0.8 0.6 0.4 0.3 

0.1 4.1 2.8 1.9 1.2 0.8 0.6 0.4 

   

     CM = AM /Ｖ   
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第４章 シンチレーションスペクトロメータによる放射能測定法 

本章では、水道水及び水道原水中の放射性ヨウ素及び放射性セシウムの濃度を測定

する方法として、シンチレーションスペクトロメータによる放射能測定法について規

定する。本章では、文部科学省で発行している「放射能測定法シリーズ ６ NaI(Tl)

シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」（昭和 49 年）を参考にするとともに、

最近の機器の開発状況も考慮して作成した。また、多くの点で、第３章のゲルマニウ

ム半導体検出器を用いたガンマ線スペクトロメータが参考になるので、適宜関連する

項目を参照することが望ましい。  

４－１ 測定法の特性 

４－１－１ 測定対象核種  

測定の対象となる核種は 131I、134Cs 及び 137Cs の 3 核種であり、解析に必要な放射

線のデータを表 4-1 に示す。  

表４ -１：測定対象核種の放射線データ  

核種  半減期  エネルギー  
ガンマ線放

出割合  

サム効果の補正が必要なガンマ線（）内は

ガンマ線放出割合  

131I 8.021 日  364.5keV 0.817 284.3keV(0.061)、637.0keV(0.072)、他  

134Cs 2.065 年  
604.7keV 0.976 795.9keV は 801.9keV と一つのピーク

（0.942）として扱う  795.9keV 0.855 

137Cs 30.17 年  661.7keV 0.851 なし（単一ガンマ線）  
出典 ：アイソトープ手帳 11 版（日本アイソトープ協会）  

４－１－２ 測定法の特徴  

シンチレーション検出器は、シンチレータと呼ばれる固体の結晶に放射線が入射し

た際に生じる微弱な発光を光電子倍増管（Photo-Mulitiplier Tube）で電気信号に変

えて放射線のエネルギーや数を求めるものである。ゲルマニウム半導体検出器に比べ

て比較的安価であり、常温で使えることが利点としてあげられる。また、市販されて

いる固体結晶はサイズが規格化されていることから､結晶の大きさで検出効率が決ま

る点も特徴である。固体結晶の中には、NaI や LaBr3 等がある。  
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４－１－３ 測定の流れ  

  

4-5 報告及び 

   記録 

4-4-1.事前準備及び 

確認事項 

START 

4-4-2.測定手順 

試料の測定 

（スペクトルの目視確認）

正常 

4-4-3.解析手順 

END 

測定結果の報告 

機器の動作確認・設定 

再解析 
・ 

再測定 

測定結果の検

討・ 

4-3.機器校正 
エネルギー校正 効率校正（容器

正常 

バックグラウンド測定 

検出の有無の判定 

検出限界値の記録 

ピーク領域の設定 

ピーク面積の算出 

不確かさの算出 

放射能の算出  
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４－２ 機器・器具等 

４－２－１ 機器の構成  

ガンマ線スペクトロメータは、一般的に、検出器、高圧電源、増幅器、マルチチャ

ネル分析器（MCA）、解析用計算機から構成される。ガンマ線スペクトロメータはス

ペクトル解析機能を有し、放射能測定から定量計算までを実施できるものとする。  

解説 4-1 スペクトロメータの構成  

幾つかの機器の組み合わせで、ガンマ線スペクトロメトリーを行う。検出器を稼働さ

せる基本的なシステムとしては、シンチレータ＋光電子増倍管＋高圧電源＋増幅器とい

う組み合わせである。最近では、検出器部分を USB 接続で直接ノートパソコンに接続す

るものもある。また、検出器と波高分析器が一体となったポータブルのスペクトロメー

タもあり、簡単な定性分析が可能である。ポータブルのスペクトロメータでは、測定結

果が多数保存でき、測定終了後パソコンにデータを取り込んで放射能の計算を行う。  

（１）検出器  

検出器は NaI(Tl)、LaBr3 シンチレータ等とする。エネルギー分解能は NaI(Tl)

検出器は８％以下、LaBr3 検出器は３％とする。  

（２）遮へい体  

環境放射線（バックグラウンド）の影響を低減するため、検出器の周りを鉛で遮

へいした構造のものが望ましい。検出器の側面のみの遮へいでは、低減効果は低い

ことから全面を囲むことがより望ましい。  

解説 4-2 バックグラウンドの影響  

環境放射能に定量目的の放射性核種が含まれる、定量に利用するガンマ線のエネルギ

ーに近接して環境放射線からのガンマ線が重なることに注意が必要である。また、他の

測定試料を検出器の近くに置く場合には、試料からの放射線の影響を受けないように遮

へいを行う。  

（３）試料台  

遮へい体の中に収め､検出器と試料が常に一定のジオメトリで固定できる試料台

を設置すること。その際には、検出効率や測定時の安定性の点から、検出器と垂直

にビーカー試料容器を直上に置くことが望ましい。また、角形の試料容器の場合は、

検出器と水平に容器側面と試料台を密着させることも可能である。  

解説 4-3 測定のジオメトリ  

検出器を垂直に固定する方が、検出器の表面に密着できるなど検出効率を向上できる。

また、マリネリビーカでは検出器にかぶせて測定できるため、さらに検出効率が向上で

きる。一方､検出器を水平にする場合には、測定容器は角形のものの方が検出器との密着

性を確保できる。  

４－２－２ 器具等  

（１）試料容器  

試料容器には、マリネリビーカ、プラスチック瓶、ポリタンク等が用いられる。

緊急時の場合には、試料を入れたバケツに検出器を差し込むことでも定量が可能で
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ある。ただし、それぞれの測定容器に対して、あらかじめ検出効率を算出しておく

ことが必要となる。  

解説 4-4 使用可能な試料容器  

試料容器は、密封性がよく、機械的強度が高く、酸や熱などに強く、内部の試料が見

えるものである必要がある。一般には、内容積 1～2L のマリネリ容器、内容積 100～
500mL の円筒形容器などが使われている。  

 

（２）エネルギー校正用線源  

エネルギー校正用の線源としては 22Na(511keV、1275keV)、54Mn(835keV)、
60Co(1173keV、1332keV)、88Y(898keV、1836keV)、137Cs(662keV)、 139Ce(166keV)

のように 100keV から 2,000keV までをカバーするようにいくつか選んで用いる。

ガンマ線エネルギーとピークチャンネルの関係を 1 次式で求める。  

ゲルマニウム半導体検出器とは異なり、エネルギー分解能が低いため、ガンマ線

のエネルギーが接近した核種を混合した線源は用いない。  

（３）効率校正用線源  

効率校正には、放射能がわかっている効率校正用線源を用いる。ピーク効率は試

料容器によって異なるため、複数の試料容器を使用する場合には、試料容器ごとに

効率校正を行う必要がある。  

スペクトロメータのエネルギー分解能を考慮して、１、２本のガンマ線を放出す

る核種を用いることが望ましい。測定対象核種の 134Cs と 137Cs が含まれていること

が望ましい。  

（４）スペクトル解析ソフトウェア  

多核種によるピークの重なりがあってもピーク関数フィッティング等により着目

するピークを分離して面積の計算を求めることができること。放射能測定法シリー

ズ 7 に準拠したピーク分析ができることが望ましい。また、定量する核種の放射線

データ（半減期、ガンマ線放出割合）、検出効率から、採取時の放射能濃度を計算す

ることができることが望ましい。  

４－３ 機器校正  

４－３－１ エネルギー校正  

マルチチャンネル分析器のチャンネル幅は 1000 チャンネル程度とし、2,000keV ま

でのガンマ線が測定できるように調整した上で、幾つかのエネルギー校正用線源を用

いて、エネルギー校正式を求める。  

ガンマ線エネルギー（E）とピーク中心チャネル（p）には以下の関係がある。  

   E = a + b×p 

上式の a はできるだけ 0 に近い値、b はできるだけ 2.0 に近い値であることが望ま

しい。  
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４－３－２ 効率校正  

ガンマ線のエネルギーによってそれぞれの計数効率が異なることから、幾つかの核

種を既知量含む効率校正用線源を使用して、検出効率（ε）をガンマ線エネルギー(E)

の関数として求める。数 100keV〜2,000keV の領域では、以下の関係がある。  

  log(ε) = a + b×log(E) 

定量を目的とする 134Cs 及び 137Cs を含む校正用線源があれば、目的とするガンマ

線ピークに対する計数効率を直接求めることができる。  

４－４ 測定操作  

４－４－１ 事前準備及び確認事項  

（１）機器の動作確認と設定  

光電子増倍管にメーカーが規定する極性と電圧を印加する。線源を検出器に近づ

けた場合に、プリアンプからの出力波形が仕様にあっていることをオシロスコープ

で確認する。または、マルチチャンネル分析器に接続して、通常見られないノイズ

信号が出ていないことと、デッドタイムメータが振り切れていないことを確認する。

なお、マルチチャンネル分析器は 1000 チャンネル程度までとする。測定エネルギ

ー範囲は 100keV から 2,000keV 程度とする。  

エネルギー校正は電源投入時及び毎日確認し、基準となるガンマ線(例えば 137Cs

や 40K)があらかじめ設定しているチャネルにおいて検出できることを確認する。設

定しているチャネルと大幅なずれが生じている場合には増幅器の GAIN(ゲイン)を

調整する。  

（２）バックグラウンド測定  

バックグラウンド測定について試料がない状態または、空容器を設置して週 1 回

程度測定を行い、検出器周辺部や測定容器の汚染がないことを確認すること。また、

定量するガンマ線と同じチャンネルにピークが認められる場合で、除染できない場

合には、その計数率を求めて記録する。  

４－４－２ 測定手順  

基本的にはゲルマニウム半導体検出器による方法とほぼ同じであることから、第 3

章のゲルマニウム半導体検出器の操作に従うこと。  

１）測定時間の設定：目的とする検出限界、試料の量によって測定時間を決定する。

検出限界をより低くするためには、バックグラウンド放射線の低減が最も有効であ

る。  

２）測定の開始､終了操作とその時間の記録  

３）スペクトルの保存：ファイル名は試料が分かるような名称や日時などが分かる名

称にしておく。  
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解説 4-5 マルチチャネル分析器の設定  

マルチチャネル分析器は 1000 以上のチャンネルにしても計数が分散され統計が悪く

なるとともに、ピークが不明瞭になる。また、縦軸のカウント数はリニアスケールに設

定するとピークが目視しやすい。  
 

４－４－３ 解析手順  

基本的にはゲルマニウム半導体検出器による方法とほぼ同じであることから、第 3

章のゲルマニウム半導体検出器の操作に従うこと。なお、シンチレーション検出器を

用いた場合の解析における留意点は以下のとおり。  

（１）ピーク領域の設定  

定量に利用するガンマ線ピークとしてバックグラウンドに対して有意な計数が得

られている領域を設定する。その際､計数が不足してばらつきが大きく、領域の設定

が難しい場合にはスムージング処理によって､チャンネル毎の計数を平滑化してか

らピーク領域を設定する。  

（２）核種同定  

エネルギー校正曲線から、定量する核種のガンマ線がどのチャンネルに対応する

かを換算できるようにしておく。核データブックや環境放射線のスペクトルを備え

ておき、未知のピークが検出された場合には、ガンマ線のエネルギーを調べ、核種

の同定を行い、定量に利用するガンマ線の妨害の可能性を検討する。  

（３）ピーク面積の算出  

ピーク部分の全計数からピーク下のバックグラウンド部分の計数を差し引く方法

を行う。その方法で定量することが困難なほど多重ピークとなっている場合は、ピ

ーク関数フィッティング法でピーク分離を行ったうえでピーク面積の計算を行う。  

（４）放射能の算出  

放射能の算出に当たって、試料やバックグラウンドに含まれる天然の放射性同位

元素を考慮する必要がある。特に地下水の場合には､ラドンの娘核種などが検出され

る場合がある。また､事故由来の放射性セシウムが検出される場合がある。これらを

考慮して放射能の計算結果を評価する必要がある。その場合、定量に利用する核種

のガンマ線ピークに相当する領域における計数を求めて差し引き、正味の計数 (n)

を求める。  

測定時間で割った計数率 (n)から以下の式によって試料の放射能 A(Bq)及び放射

能濃度(Bq/L)を求める。  
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 上式において、  

n ：計数率  

a ：  表 4-1 に示されるガンマ線放出割合(Bq-1) 

ε：  ピーク効率  

f SUM ：  サム効果補正係数、ただし、サム効果の補正は 134Cs について行う必要

があるが、補正を行わない場合にはその旨記載する。  

f D ：  試料採取時から測定開始時（短半減期核種では、測定開始から終了までの

中間の時間）までの放射能減衰の補正係数。  経過時間を tL (s)、半減期を

T(s)とすると、親・娘の関係にない核種の場合には f D = exp(0.693 tL /T)で

表される。  

Ｖ  ：  試料容器中の試料の容量（L）  

（５）検出限界値の算出  

検出限界値はバックグラウンドスペクトルのチャネルに対象とする核種のガンマ

線が存在したと仮定した場合に算出される。ピーク領域のバックグラウンド計数を

加算し、その計数誤差の 3 倍を検出限界値として表す。現在市販されている遮へい

体付きのスペクトロメータでは、131I 及び 137Cs で 30Bq/kg 程度であるが、検出器

の大きさ、遮へい体の厚み、試料量で大きく異なる。  

実際の試料におけるピークの検出限界値は、試料のスペクトルにも大きく依存す

る。試料中に他の核種が共存する場合には、その核種によるコンプトンバックグラ

ウンドも影響することになり、検出限界値が大きくなる場合がある。  

（６）測定結果の検討・評価  

測定対象核種ごとの測定結果を整理し、計数の統計による不確かさ、ピーク中心

チャネル、半値幅等により正常であることを確認し、疑義がある場合、計数の統計

による不確かさを考慮することで指標値超過の有無等が異なる場合等確認結果に何

らかの疑義がある場合は、必要に応じて再測定を行う。  

 

４－５ 報告及び記録 

原則として、測定の発注者が定める書式に測定結果を記載し報告するとともに、元

データとともに保存する。  

記載事項の例は次の通りである。  

① 使用機器情報：機器名（検出器サイズ、分解能）､測定チャンネル数、解析ソフ

トウェアの種類､処理方法  

② 試料情報：試料名（番号）、採取場所、採取日時、試料の量、採取容器の種類、

A =        f D 
n 

aεｆSUM 
C =      

  A

  V
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採取担当者氏名  

③ 測定条件：試料容器の種類、試料量､ジオメトリ  

④ 測定記録：測定開始日時、測定時間（Live Time、Real Time）  

⑤ 解析記録：ピーク中心チャネル、半値幅、ピーク面積とその計数の統計による

不確かさ、試料計数率とその計数の統計による不確かさ、BG 計数率とその計数

の統計による不確かさ、ピーク効率、減衰補正係数、放射能及び放射能濃度とそ

れぞれの計数の統計による不確かさ、検出限界放射能または検出限界放射能濃度、

測定・解析担当者氏名  

なお、解析記録については、転記ミスを避けるため使用する解析ソフトの報告

書をそのまま用いてもよい。数値については、計数の統計による不確かさの有効

桁数を基にして放射能または放射能濃度の有効桁数の「丸め」を行う。  

⑥ 測定結果：核種名、放射能濃度（Bq/kg、Bq/L）､検出限界値  

４－６ 測定実施の注意点  

４－６－１ 温度の影響  

シンチレーションスペクトロメトリでは、検出器周辺温度の変動があると、ピーク

チャンネルが変動する事がある。特に、夜間や冬期等は室温が変動しやすいことから、

室温を一定に保つようにする。試料が冷温で保存されているような場合には、測定に

先立って室温に戻しておく。  

４－６－２ バックグラウンド  

バックグラウンド放射能の管理で最も気をつけることとして、定量目的核種と同じ

核種が検出される場合である。室内の汚染の場合には、遮へい体によって影響を抑え

ることができる。しかし、遮へい体内や検出器そのものが汚染した場合には、除染に

務める。万一、除染できない場合には、放射能計算の際にバックグラウンドからの寄

与を差し引かなければならない。  

４－６－３ 測定器の汚染  

検出器はポリエチレンなどで覆い、汚染を防ぐようにする。万一汚染した場合もポ

リエチレンの包装を交換することで対処できる。検出器表面が汚染した場合には、中

性洗剤やエタノールをしみ込ませたガーゼなどでふき取る。遮へい体を開ける場合に、

粉塵などの汚染が入らないように注意する。  

試料測定容器は簡単な洗浄と共洗いを行ったうえで使用する。容器内にポリ袋を用

いることもできる。試料溶液を容器に入れる際に測定容器の周りに汚染が付着しない

ようにする。  
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＜参考＞ 

参考 4-1 スペクトル測定のためのシンチレーション検出器の種類  

シンチレータと呼ばれる固体の結晶は均質であることから､結晶の大きさで検出効率が決まる

点も特徴である。ガンマ線測定には NaI(Tl)の結晶が用いられていることが多いが、CsI、
LaBr3(Ce)、Bi4Ge3O12（通称 BGO）も使われている。ガンマ線エネルギーは、光電効果によっ

て生成するパルスの電圧を測定することで決定されることから､波高分析器（マルチチャンネル

分析器）で信号を解析し､横軸（パルス波高）、縦軸（計数）として表示されるようになっており、

ガンマ線スペクトロメータと呼ばれる。  

参考 4-2 シンチレータとゲルマニウム半導体検出器との性能の比較  

表 4-2 に NaI(Tl)と LaBr3 シンチレータについて､ゲルマニウム半導体検出器との性能を比較

した。ガンマ線スペクトルの解析では分解能が重要であり､数多くの種類のガンマ線が混在する

場合には分解能の良いことが望まれる。分解能は半値幅で表され､半値幅が小さいほうがピーク

の識別が容易となる。表から LaBr3 の方が NaI)に比べて約半分になっていることが分かる。

LaBr3 の密度が NaI に比べて大きいので、検出効率は同じ容積の NaI の検出効率の 1.3 倍であ

る。また、LaBr3 の減衰時間が NaI に比べて一桁短いため、NaI で測定する場合に比べて LaBr3

の方が高計数率の試料であっても測定できる。NaI 結晶は比較的大型の結晶ができることが特徴

である。  
図 4-1 に、典型的なスペクトルの例を示す。NaI(Tl)に比べて LaBr3 の方が分解能が良いこと

が分かる。しかし、LaBr3 では La に含まれる天然の放射性同位体である 138La（半減期 1.1×1011

年）から放出される 1438.9keV のガンマ線が検出される。  
1.5in.×1.5in.LaBr3 検出器と相対効率 10%のゲルマニウム半導体検出器により 50ml の水試

料を入れた厚さ 1mm のポリプロピレン容器（45mmφ）検出器の前面において検出効率を測定

した結果を図４−2 に示す。  
 

表 ４-２：NaI(Tl)検出器、LaBr3検出器及びゲルマニウム半導体検出器の性能比較 

検出器タイプ  
662keVにおける

分解能（％）  
密度（g/cc）  

NaIに対する  

相対光電子収率  
減衰時間  (μs) 

LaBr3(Ce) 2.8～4.0 5.29 130 0.026 

NaI(TI) 7 3.7 100 0.230 

Ge 0.2 (1.3keV) 5.35 N/A N/A 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４-１：NaI(Tl)とLaBr3(Ce)とGe検出器で得られるスペクトルの例 
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図４−２ Ge検出器とLaBr検出器の検出効率 

 

参考 4-3 検出効率の算出に塩化カリウムの水溶液を用いる方法  

通常、勾配 b は－1 であることから、単一線源でも検出効率を求める事ができる。塩化カリウ

ム 1g 中の 40K の放射能は 16Bq であり、ガンマ線のエネルギーは 1460 keV である。  
そこで、塩化カリウムを既知量含む水溶液を調整し、試料容器に入れ 1460 keV のピーク面積

を求める。試料容器内の 40K の放射能 A(Bq)、1460 keV ガンマ線の分岐比を 0.108 とすると検

出効率は以下の式で与えられる。  
40K の 1460 keV ガンマ線の検出効率＝ピーク面積 /測定時間（秒） / 0.108/A 
定量に用いるガンマ線 (E keV)が数 100keV から 2,000keV までの間にある場合、エネルギー

E(keV)のガンマ線の検出効率は以下の式から概算できる。  
定量に用いるガンマ線の検出効率= (K-40 の検出効率 )×E / 1460 
 

参考 4-4 ピークの重なりによる妨害  

ピークの重なりがあるものはその寄与を差し引く必要がある。表 4-4 にその例を示す。とくに、
134Cs の定量では 795+802 のピークを利用し、ガンマ線放出割合を合わせて算出する方法が望ま

しい。214Pb 等の自然界にある放射性核種の場合は、バックグラウンド測定でピーク面正を求め

ておき、その値を差し引く。また、131I が共存する場合には 131I のみの線源で、365keV と 637keV
のピーク面積比をあらかじめ求めておき、637keV の重なりを差し引く事もできるが、137Cs の

定量は困難となる場合がある。  
表４-３：測定対象核種とピークの重なりによる妨害 

測定対象核種  定量ガンマ線 (keV) ピークの重なるガンマ線 (核種 ) 

131I 365 352 (214Pb) 

134Cs 605 583 (208Tl) 、609 (214Bi) 

134Cs 795+802（重なり）  重なりなし  

137Cs 662 637(131I) 
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参考 4-5 遮へい効果  

3in.×3in.NaI 検出器の周りを厚さ 10mm 及び 20mm の円筒状の鉛遮へい体で囲んだ場合の

バックグラウンド放射線に対する遮へい効果の例を表 4-5 に示す。測定時間は 1,000 秒とした。

検出限界はバックグラウンド計数の標準偏差の 3 倍として求めたものである。遮へいなしの場合

に比べて、厚さ 10mm 及び 20mm の鉛で囲った場合の全計数は 38%及び 20%に減少するが、検

出限界はそれぞれ 60％及び 40%の減少にとどまる。  
 

表４-４：鉛遮へい体による遮へい効果 

遮へい条件 1,000 秒間の全計数  137Cs の検出限界計数 137Cs の検出限界計数率

遮へいなし 5292 218 7.3 

厚さ 10mm 1989 134 4.2 

厚さ 20mm 1056 97 3.1 
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第５章 NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータ・計数装置によ

るスクリーニング法 

本章では、NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータ・計数装置を用いた、放射性

ヨウ素及び／又は放射性セシウム濃度が指標値よりも確実に低い水道水を判別するた

めのスクリーニング法について規定する。 

 

５－１ 測定法の特性 

５－１－１ 測定対象核種  

測定の対象となる核種は 131I、134Cs 及び 137Cs の 3 核種であり、解析に必要な放射線の

データを表 5-1 に示す。なお、NaI(Tl)シンチレーションサーベイメータ・計数装置を用

いた測定では、核種を弁別して定量することができない装置を用いるため、第１段階

モニタリング放射性核種を全て 131Ｉ、第２段階モニタリング放射性核種を 134Cs 及び

137Cs の合計として扱う。  

 

表５ -１：測定対象核種の放射線データ  

核種  半減期  エネルギー  
ガンマ線放

出割合  
備 考（）内はガンマ線放出割合  

131I 8.021日  364.5keV 0.817 
284.3keV(0.061)、637.0keV(0.072)、他

サム効果あり  

134Cs 2.065年  
604.7keV 0.976 569.3keV(0.154)、801.9keV(0.087)、他

サム効果あり  795.9keV 0.855 

137Cs 30.17年  661.7keV 0.851 単一ガンマ線、 サム効果なし  
出典 アイソトープ手帳 11 版（日本アイソトープ協会）  

 

５－１－２ NaI シンチレーション式サーベイメータによるスクリーニング法  

NaI シンチレーション式サーベイメータは、主に周辺線量当量の測定に用いる可搬

型測定器で、エネルギー補償型（ＥⅢ型注１）と計数率表示型（エネルギー無保証型：

ＥⅣ型注１）の 2 種類がある。放射性ヨウ素（131I）から放出されるガンマ線（364keV）

に対する感度は、エネルギー補償型の機器が計数率表示型と比較して数倍低い。この

ため、本測定法では原則として計数率表示型の機器を用いる。また、測定方式は計数

率計によるものが一般的であるが、計数の統計で有利な積算計数機能を有するものが

ある。  
注１ JIS Z 4333  Ｘ線及びガンマ線用線量当量率サーベイメータ  
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５－１－３ NaI シンチレーション計数装置によるスクリーニング法  

NaI シンチレーション計数装置は、NaI シンチレーション検出器と計数装置からな

る。ここではシングルチャネルによる波高分析によりインテグラル計数を得るか、マ

ルチチャネルによる波高分析でピーク分離定量が困難な装置を取り扱うものとする。  

本法は、一般的に遮へいを施し、据え置き型として用いる。水中のガンマ線放出核

種の放射能濃度を測定することを目的としたガンマ線検出形水モニタ注１もある。  
注１ JIS Z 4330 ガンマ線検出形水モニタ  

５－１－４ 利用条件  

スクリーニングを行う際の指標値の２分の１をスクリーニングレベルとし、スクリ

ーニングレベルにおける 99％区間上限が指標値レベルで得られる測定値以下である

ことをもって、試料の測定結果が指標値より確実に低いと判定することを目的とする

検査に使用する。  

いずれの方法も核種を弁別して定量することができないため、測定対象核種があら

かじめ明らかになっているか、単一の核種であると仮定して、安全側の判定を下す目

的に限られる。  

また、検出限界値は、スクリーニングレベル以下である必要があり、精度を高める

にはより低いことが望ましい。検出限界値はバックグラウンドの影響を強く受けるこ

とから、バックグラウンド値がその検出限界値を担保できる値でなければならない。  
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５－１－５ 測定の流れ  

 

 

 

５－２ 機器・器具等 

５－２－１ 機器  

（１）NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータ  

NaI(Tl)検出器の大きさが２５mmφ×２５mm(1 インチφ×1 インチ)以上で計数

率表示型の NaI(Tl)シンチレーションサーベイメータで１s-1 まで読み取れるもの。

一般的には計数率方式だが、積算計数方式の機能を有するものもある。JISZ4333

に準拠したものを用いることが望ましい。  

5-3.機器校正及び 

事前準備 

5-4.測定手順 試料（ns）の測定 

（ns－nb＝ns の算出） 

正常 

5-5.解析手順 

END 

チェック用線源による 

機器の動作確認・設定 

再解析 
・ 

再測定 

スクリーニング 

結果判定 

正常 

バックグラウンド(nb)測定

スクリーニングレベルに 

相当する計数率(m)算出  

START 

検出限界値の確保 

スクリーニングレベルの確

測定結果の記

ns>m の

場合  
ns<m の

場合  

3 章ゲルマニウ

ム半導体で測
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（２）NaI シンチレーション計数装置  

NaI(Tl)検出器の大きさが 25mmφ×25mm(1 インチφ×1 インチ)以上で積算計

数方式のタイマ付きカウンタ、計数率方式のレートメータ又はマルチチャネル分析

器などの計数装置を有するもの。  

表  ５ -２：検出器と計数方式  

検出器 計数率方式注１（レートメータ）
積算計数方式（タイマ付きカウン

タ、マルチチャネルアナライザ） 
NaI(Tl)シンチレーション式

サーベイメータ 
一般的なもの 一部のもの 

NaI(Tl)シンチレーション計

数装置 
一部のもの 一般的なもの 

注１ 移動平均により計数率を求め表示するものもある。  

（３）遮へい体  

環境放射線（バックグラウンド）の影響を低減するため、検出器の周りを鉛で遮

へいした構造のものが望ましい。検出器の側面のみの遮へいでは、低減効果は低い

ことから全面を囲むことがより効果的である。  

但し、第１段階等で現場で測定する場合には遮へい体を施すことが実際的ではな

い場合が想定される。試料の量を増やすことで十分検出限界をさげることができれ

ば遮へい体を用いる必要はない。  

５－２－２ 器具等  

（１）試料容器  

標準溶液を入れて放射能濃度換算係数（以下、「濃度換算係数」という。）を求め

たのと同型の容器（マリネリ２Ｌ、ポリタンク１８Ｌ等）、ガンマ線検出形水モニタ

の場合、サンプリング部容器（１５L 程度）。  

（２）安定性確認用密封線源  

市販の 137Cs 密封線源  (１k～５kBq 程度) 

（３）バックグラウンド試料  

試料と同型の容器に同量の水をいれたもの。バックグラウンド試料に用いる水は

放射性核種による汚染がない測定対象核種を含まない水を用いる。  

（４）その他  

時計、記録紙、ポリエチレン袋、ペーパータオル等  

５－３ 機器校正及び事前準備 

５－３－１ バックグラウンドの測定  

バックグラウンドは試料と同じ容器に同量の測定対象核種を含まない水を入れたも

のとする。ただし、遮へいが十分な場合は空間バックグラウンドの測定値をバックグ
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ラウンドとしてもよい。  

バックグラウンドの測定は測定器の汚染を確認する意味でも、一連の測定の前後に

実施することが望ましい。  

緊急時にはバックグラウンドに用いる水の入手が困難な状況も想定されることから、

平常時に予め空間バックグラウンドとバックグラウンド水をおいた場合のバックグラ

ウンドの関係を把握しておいた上で、緊急時には空間バックグラウンド値からバック

グラウンドを推定するのが通常である。  

井戸水等で天然核種の影響が無視できない場合は、その影響を考慮する。  

５－３－２ チェック用線源(137Cs 線源)による機器作動状態の確認  

測定を実施するにあたり、測定前又は測定器持ち出し前に下記の手順で機器の作動

状態の確認を行うことが望ましい。  

（１）計数率方式  

１）電源スイッチを入れ、バッテリーの有無及び高圧電源（HV）の指示値を確認す

る。単位表示を計数率（s－１）に切り替え、測定レンジを適切に選択し、時定数を

10 秒に設定する。  

２）空間バックグラウンドの測定を行い、その値を記録用紙に記録する。  

３）チェック用線源を検出器の先端に密着させ、時計を見ながら、30 秒以上経過後指

示値を読み取り、その値を記録用紙に記録する。  

４）試料測定用のバックグラウンドの測定として、水の入った測定容器について試料

と同じジオメトリで測定する。時定数は 30 秒に設定し、90 秒後に指示値を読み取

り記録する。複数回測定を行う場合は時計を見ながら 90 秒間隔で指示値を読み取

り、その値を記録し、バックグラウンドの平均値を計算する｡  

５）チェック用線源の測定値からバックグラウンド値を差し引き、正味の値を計算し、

記録する。  

６）機器作動確認測定は測定の都度実施することが望ましい。線源の減衰補正を行っ

た後、当初の測定値と比較して差が±10％であることを確認する。なお、±10％を

超える違いがある場合には故障等の恐れがあるため、業者に修理・校正を依頼する。  

（２）積算計数方式  

１）電源スイッチを入れ、高圧電源（HV）を上げの指示値を確認する。  

２）プリセット時間を 60 秒以上に設定する。  

３）空間バックグラウンドの測定を行い、その値を記録用紙に記録する。  

４）チェック用線源を検出器の先端に密着させ測定を開始し、終了後に指示値を読み

取り、その値を記録する。  

５）バックグラウンドの測定として、水の入った測定容器について試料と同じ条件で

測定し指示値を読み取り、その値を記録する。  

６）チェック用線源の測定値からバックグラウンド値を差し引き、正味の値を計算し、

記録する。  
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７）機器作動確認測定は測定の都度実施することが望ましい。線源の減衰補正を行っ

た後、当初の測定値と比較して差が±10％であることを確認する。なお、±10％を

超える違いがある場合には故障等の恐れがあるため、業者に修理・校正を依頼する。  

５－３－３ 校正用標準溶液による校正注１  

校正用標準溶液は、131Ｉ及び 137Cs とし、以下の手順で校正を行う。  

１）131Ｉ又は 137Cs 標準溶液の入った容器の上面又は下面中央部に検出器を密着させ

る。  

２）マリネリ容器では容器中央部の凹んだ所に検出器を密着させる。  

３）ポリエチレン瓶では検出器を標準溶液中に 5cm 以上挿入するか、壁面中央部に検

出器を密着させる。  

・計数率計の場合  

時定数を 10 秒に設定し、検出器を試料に密着させる。30 秒後から読み取りを開

始する。時計を見ながら、10 秒間隔で指示値を 3 回読み取り、その値を記録し、平

均値を計算する。  

・積算計数計の場合  

プリセット時間を 60 秒以上に設定し、検出器を試料に密着させる。測定を開始

し、終了後に指示値を読み取り、その値を記録する。  

４）標準線源の測定値からバックグラウンド値を差し引き、スクリーニングレベルに

相当する放射能濃度における正味計数率又は濃度換算係数（Bq/L、kg/s-1）を計算

し、記録する。  
注１ ここでいう校正とは、濃度換算係数を求めることである。標準溶液を用いた校正は

容易ではない。固体の体積線源で得た換算係数又は予めメーカーによる形式試験等で

得られた換算係数を用いることが通常である。特に水モニタは据え付け状態での校正

が不可能であり、通常メーカーによる形式試験等で得られた換算係数が設定されてい

る。例えば、使用者はチェック用線源による機器作動状態の確認のみを実施すること

で、換算係数が変化していないことを定期的（例えば年に 1 回）に実施すればよい。  

 

５－３－４ 検出限界値の確保  

本法では、測定の不確かさ要因を考慮し、スクリーニングを行う際の判定基準値（ス

クリーニングレベル）が指標値よりも十分に下回っている必要がある。スクリーニン

グレベルは検出限界値以上に設定されるため、検出限界値は指標値よりも下回ってい

ることを担保する必要がある。  

検出限界値は、時定数又は測定時間、バックグラウンド計数率及び計数効率により

決定される。従って、検出限界値を下げるには、できるだけ計数効率のよい検出器と

試料との空間的位置関係（ジオメトリ）を選択し、時定数又は測定時間を長くとる、

遮へいによりバックグラウンド放射線の影響を低減する等の措置が必要である。  

解説 5-1 サーベイメータの検出限界値  

例えば 1”φ×1”NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータ（計数率方式）では、131I
は 2Ｌ容器による測定で、150Bq/kg 程度の検出限界値が達成可能である。この値は飲料
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水摂取制限の指標に相当する放射能濃度 (300Bq/kg)を十分に下回っている。一方、一般

的に NaI(Tl)シンチレーション検出器の 137Cs に対する感度は 131I よりも低く 131I 計数

効率と 137Cs 計数効率の比に従って検出限界値が大きくなる。従って検出器の大きさ等の

条件によっては、131I と同等精度の測定が困難である。放射性セシウムの飲料水摂取制

限の指標に相当する放射能濃度は 200Bq/kg であり、スクリーニングレベルが指標値レ

ベルを下回ることを確実にするためには、先に述べた検出限界を下げる措置を講じる必

要がある。乳児の水道水の摂取制限の指標 131I の 100Bq/kg についても同様の措置が必

要となる。  

５－３－５ スクリーニングレベルの確認注１  

実際の試料と同じ条件で、スクリーニングレベル（指標値の 2 分の１）の試料の測

定を行い、測定値の分布の 99％上限が、指標値で得られる測定値未満であることを確

認する。  
注１ ここでいうスクリーニングレベルの確認は、予めメーカーによる形式試験等によっ

て行われているが通常である。使用者は５－３－２のチェック用線源による機器作動

状態の確認、バックグラウンド測定により５－３－４検出限界値の確保を実施すれる

ことで、スクリーニングレベルが適切に維持されていることを確認すればよい。  

５－４ 測定操作  

５－４－１ 測定手順  

（１）計数率方式  

１）採取地点名、採取時刻等を記録用紙に記載する。  

２）作業に当たっては、汚染防止のためポリエチレン手袋等を用いる。試料を試料容

器にメスシリンダー、天秤等を用いて規定量入れ、蓋をする。汚染拡大を防止する

ため、外側の汚れ等をペーパータオルでふき取る。容器に地点名、採取時刻等の識

別を記入する。本測定では 1Ｌ=1ｋｇとして差し支えない。濁水は試料の不均一性

が懸念されるため、留意が必要である。  

３）検出器の汚染を防止するため、検出部をポリエチレン袋で包む。  

４）検出限界値を考慮し、時定数を設定する。測定器で選択可能な最大時定数に設定

することが望ましい。時定数 30 秒の場合、検出器を試料に密着させる。時定数の 3

倍である 90 秒後以降に指示値を読み取りその値を記録する。時定数が長くとれな

い場合などで複数回測定する際には、時計を見ながら、時定数の 3 倍以上の間隔で

指示値を読み取り、その値を記録し、平均値を計算する。測定回数は時定数τ×測

定回数Ｎ=30 秒に相当する測定回数Ｎを設定する。バックグラウンド水について、

同じ条件で測定し、記録用紙に記載する。  

試料の測定値から予め測定したバックグラウンド値を差し引き、正味の値を計算し、

記録用紙に記載する。  

（２）積算計数方式  

１）採取地点名、採取時刻等を記録用紙に記載する。  

２）作業に当たっては、汚染防止のため手袋を用いる。試料を測定用試料容器にメス

シリンダー、天秤等を用いて規定量入れ、蓋をする。汚染拡大を防止するため、外



43 
 

側の汚れ等をペーパータオルでふき取り、試料をポリエチレン袋に入れる。容器に

地点名、採取時刻等の識別を記入する。本測定では 1Ｌ=1ｋｇとして差し支えない。

濁水は試料の不均一性が懸念されるため、留意が必要である。  

３）検出器の汚染を防止するため、検出部をポリエチレン袋で包む。  

４）スクリーニングレベルを担保できるプリセット時間（通常 30 秒以上が想定され

る）を設定し、検出器を試料に密着させ計数を開始する。終了後指示値を読み取り

その値を記録する。複数回測定する場合には、それぞれの指示値を読み取り、その

値を記録し、平均値を計算する。水の入った測定容器について試料と検出器―試料

ジオメトリで測定し、記録用紙に記載する。  

５）試料の測定値から予め測定したバックグラウンド値を差し引き、正味の値を計算

し、記録用紙に記載する。  

５－４－２ 解析手順  

（１）スクリーニングレベルに相当する計数率算出  

用いた検出器―試料ジオメトリにおける換算係数 A（（Bq/kg） /s-1）から、スク

リーニングレベル S(Bq/kg)に相当する計数率 m を次式により求める。  

m= A/S 

 

（２）スクリーニング結果判定  

試料の測定で得られた計数率 ns からバックグラウンド計数率 nb を差し引き、正

味の計数率(s-1) ns を得る。（１）で求めたスクリーニングレベルに相当する計数率

m (s-1) と ns とを比較し、ns＜m の場合、指標値よりも低いと判定できる。スクリ

ーニングレベルは第１段階においては 131I、第２段階においては 137Cs を用いる。  

スクリーニングの結果、放射性ヨウ素及び／又は放射性セシウムが指標値よりも

確実に低いと言えない検体（ns＞m の場合）は、第３章ゲルマニウム半導体により

検査結果を確定する。  

（３）測定結果の記録  

検査結果について以下の記録をとるものとする。  

① 使用機器情報：機器名（検出器サイズ）、処理方法  

② 試料条件：採取場所、採取日時、試料量、試料容器、ジオメトリ  

③ 測定記録：測定日時、測定時間（又は時定数）  

④ 検査結果注１：バックグラウンドによる計数率、試料による計数率、スクリーニ

ングレベルに相当する計数率、判定結果及びスクリーニングレベル  
注１ 事故直後は、放射性希ガスや 131I 以外の放射性ヨウ素が存在することが想定される

ため留意が必要である。  
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５－５ 測定実施の注意点  

５－５－１ バックグラウンドの違い  

バックグラウンドの線量率は測定する場所によりそれぞれ違うので、対象を測定す

る場とバックグラウンドを測定する場が同じになるよう注意する。  

屋内外による差、裸土の上とコンクリート路面の上の差、木製と石製の台上の差等

により違った線量率を示すことがある。特に、バックグラウンド測定時と試料測定時

の地表からの高さが異なる場合は注意が必要である。  

測定の検出限界値は、計数効率、計数時間の他、バックグラウンドの値に依存する。

検出限界を下げるには鉛等により試料、検出器を遮へいし、環境からの影響の小さい

測定条件を選定することが重要である。測定の限界値を満足できるバックグラウンド

条件とならない場合は、スクリーニング法としては保証されない恐れがある。  

５－５－２ 測定器等の汚染  

測定器本体の汚染防止のため、測定者の被ばく防護とは別に、測定者の手指や測定

器の汚染防護措置(手袋、ポリエチレン袋の使用)をとること。  

また、例えば原子力施設より放出された放射性物質が到達した地点では、周辺環境

の放射線量の高まりが測定対象物の放射能測定値に影響を及ぼすので、正しい測定を

実施することが困難である。したがって、汚染されていない場所（室内等）にて測定

することが適切である。  

試料の採取・運搬にあたっては、測定器、運搬する車内、採取運搬者、搬入場所等

が汚染されないよう、その都度機材の汚染の有無を確認し、汚染されたものは取り替

え、決まった場所に保管するよう定めておく。  

５－５－３ 測定結果の取扱い  

本章で取り扱う NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメータ又は NaI(Tl)シンチレ

ーション計数装置を用いた測定では、原則として核種弁別ができないことから第１段

階においては、放射性核種を全て 131I として扱う。従って 131I 以外の放射性核種（例

えば 137Cs）  が混入している場合には過大評価となる１ )。  

また 134Cs に対する計数効率は、137Cs に対する計数効率と比較して高い。従って第

２段階において放射性セシウムの放射能を 137Cs、134Cs の合計放射能とし、これを

137Cs に対する計数効率を用いて計算すると放射能の数値は過大評価となる。しかし、

いずれの場合も安全側に評価されるといえる。 
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＜参考＞ 

参考 5-１ 試料容器のタイプと検出器―線源間の空間的位置関係（ジオメトリ）  

①２L マリネリタイプ            ②丸型 V 式容器（タッパ：V5）タイプ  
                      （容量：約６００ml）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③２L ポリビンタイプ            ④２L ポリビンタイプ  
（アイボーイ広口びん 2L）側面      （アイボーイ広口びん 2L） 
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⑤ポリタンク（１８L×２）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥水モニタ（１５L・４０L 等）  
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参考 5-2 スクリーニングレベルの設定例  

スクリーニング検査では、放射能濃度が指標値よりも確実に低い検体を判別できなければなら

ない。そのため、スクリーニングレベルにおける測定値の 99％区間上限が指標値レベルで得ら

れる測定値以下となるようにスクリーニングレベルを設定する。  
例えば次式で推定される測定値の分布の 99％上限が、指標値で得られる測定値未満であるこ

とを確認できれば良い。  
 

  stm k   01.0,1  

   m   スクリーニングレベル（100Bq/kg）で得られる測定値  
   s  スクリーニングレベルで得られる測定値の標準偏差* 
   t k-1,0.01  危険度（両側）0.01、自由度 k-1 における t 値  
   
s は、通常このレベルの場合、計数統計による不確かさが支配的であり、これを考慮すればよ

い。100Bq/kg を超えたスクリーニングレベルを設定するような場合で、その他の不確かさの要

因の影響が懸念される場合には、その不確かさを s に含めて評価すべきである。  

参考 5-3 測定方法による測定精度  

計数率計の指示は、検出器に入射するガンマ線光子数のランダムな変動等で常時変化しており、

任意の時刻における 1 回の読取り値の標準偏差σ⊿n は、n を計数率 (s-1)、τを時定数 (s)とする

とσ= ｎ /(２ｎτ ) -1/2 で表される。このような計数統計によるばらつきを減らすためには、時定

数を大きくすることが良く、また、多数回測定を繰り返し、その結果を平均する。多数回測定に

おける標準偏差は、読取りの回数と間隔に依存する。  
   積算計の場合の正味計数に対する標準偏差は次式で表される。  
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ただし、  
σ：標準偏差  
Ts、Tb：試料及びバックグラウンドの計数時間 （s）  
Ns：試料の計数値  
Nb：バックグラウンドの計数値  
 
 

このような計数統計による不確かさ（σ）を減らすためには、計数時間（Ts、Tb）を長くとる

ことが良い。  
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参考 5-4 検出限界値の算出方法  

（１）計数率計の場合  
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nn：検出限界計数率 (s-1) 
τ s：試料測定時の時定数 (s) 
τb：バックグラウンド測定時の時定数 (s) 
nb：バックグラウンド計数率 (s-1) 
 

 

 
表 ５-３：1"×1"NaI計数率計の検出限界値の例（131I、時定数(s)30） 

バックグラウンド  
指示値  

検出限界値（Bq/kg) 

cps 
２L 

マリネリ  
タッパ  
（V5) 

２L ポリビン

（側面）  
２L ポリビン  

（液中）  
18L ポリタンク

2 個  

80 227 672 512 236 57 

40 162 478 364 168 41 

20 115 341 260 120 29 

10 83 244 186 86 21 

 
表 ５-４：1"×1"NaI計数率計の検出限界値の例（137Cs、時定数(s)30） 

バックグラウンド  
指示値  

検出限界値（Bq/kg) 

cps 
２L 

マリネリ  
タッパ  
（V5) 

２L ポリビン

（側面）  
２L ポリビン  

（液中）  
18L ポリタンク

2 個  

80 353 985 836 337 82 

40 251 701 595 240 58 

20 179 500 424 171 42 

10 128 358 304 123 30 
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（２）積算計数計の場合  
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nn：検出限界計数率 (s-1) 
Ts：試料測定時の計数時間 (s) 
Tb：バックグラウンド測定時の計数時間 (s) 
nb：バックグラウンド計数率 (s-1) 

 
表 ５-５：1"×1"NaI積算計の検出限界値の例（131I、時定数(s)60） 

バックグラウンド  
指示値  

検出限界値（Bq/kg) 

cps 
２L 

マリネリ  
タッパ  
（V5) 

２L ポリビン

（側面）  
２L ポリビン  

（液中）  
18L ポリタンク

2 個  

80 227 672 512 236 40 

40 162 478 364 168 29 

20 115 341 260 120 20 

10 83 244 186 86 15 

 
表 ５-６：1"×1"NaI積算計の検出限界値の例（137Cs、時定数(s)60） 

バックグラウンド  
指示値  

検出限界値（Bq/kg) 

cps 
２L 

マリネリ  
タッパ  
（V5) 

２L ポリビン

（側面）  
２L ポリビン  

（液中）  
18L ポリタンク

2 個  

80 353 985 836 337 82 

40 251 701 595 240 58 

20 179 500 424 171 42 

10 128 358 304 123 30 
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参考 5-5 NaI(Tl)シンチレーション検出器の濃度換算係数の例注１  

核種： 131I 核種： 137Cs 

検出器サイズ：1"φ×1" 検出器サイズ：1"φ×1" 

測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps 測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps

①  2L マリネリ  2kg 4.57E+01 ①  2L マリネリ  2kg 7.10E+01

②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 1.35E+02 ②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 1.98E+02

③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 1.03E+02 ③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 1.68E+02

④  
2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ先端 5cm 

液中  
2kg 4.75E+01 ④  

2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ先端 5cm 

液中  
2kg 6.78E+01

⑤

注３  
ポリタンク  40kg 1.15E+01

⑤  
注３  

ポリタンク  40kg 1.65E+01

核種： 131I 核種： 137Cs 

検出器サイズ：2"φ×2" 検出器サイズ：2"φ×2" 

測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps 測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps

①  2L マリネリ  2kg 9.14E+00 ①  2L マリネリ  2kg 1.40E+01

②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 3.03E+01 ②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 4.62E+01

③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 2.10E+01 ③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 2.96E+01

⑥  40L 水モニタ  40kg 1.60E+00

        
⑥  
注４  

15L 水モニタ  15kg 2.29E+01

核種： 131I 核種： 137Cs 

検出器サイズ：3"φ×3" 検出器サイズ：3"φ×3" 

測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps 測定ジオメトリ注２  充填量  Bq/kg/cps

①  2L マリネリ  2kg 2.65E+00 ①  2L マリネリ  2kg 5.40E+00

②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 1.60E+01 ②  蓋測定タッパ（V5)  0.63kg 2.01E+01

③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 1.02E+01 ③  2L ﾎﾟﾘﾋﾞﾝﾀｲﾌﾟ 側面測定  2kg 1.39E+01

注１ 緊急時における食品の放射能測定マニュアルに基づく食品中の放射能の簡易分析について（情報提供）

http://www.jrias.or.jp/index.cfm/6,15084,110,html（131I①②③④） 

緊急時における食品の放射能測定マニュアルに基づく食品中の放射能の簡易分析について（情報提供 続報）

http://www.jrias.or.jp/index.cfm/6,15496,110,html(137Cs①②③④) 
注２ 参考5-1の測定ジオメトリを表す。 
注３ シミュレーション計算による。 
注４ シングルチャネル（137Cs 662keVピークウィンドウ）による。 

 
  


